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 標本調査論は戦後我国で戦後事情に伴い著しく普及し，昭和20年代に於いてほぼその実務及
び理論の体系が完成されるに至った．
 其後の長期に亙る高度成長期に於いては，この整備された統計体系の下で，統計調査は量的
に増大したが，特に質的向上は認められないのである．黙るに石油ショック以降，特に昭和50
年代に入り，構造変化を生ずるとそれは統計環境にも及び，任意抽出論における停滞も加わっ
て，標本調査論をその根底から再検討する現実的な契機を形成している．
 振り返ってみると戦後我国の標本調査体系は専ら確率論に基礎をおくフィッシャーの標本論
以来の任意抽出法の流れを汲むものであった．近代化に一歩遅れをとった我国の歴史事情から
して，当時支配的であった任意抽出法の摂取・吸収に追われたのは，やむを得ないことである
ホ本稿は統計数理研究所の60年度共同研究計画の一環として行われた「官庁統計の調査・集計・解析に関
 する研究」（60一共研一23代表老田口時夫）の成果の一部を示すものであり，昭和61年3月17日における
 同名の研究集会に於ける報告及び61年度の第54回日本統計学会に於いて「有意選出法について」と題
 した報告を主’」内容としている．
キーワード：代表法，回帰関数の弾力性係数（弾性値），定一一，変動一1不等確率抽出法，統一理論，有
  意選出法，典型調査，集中解析，回帰適合曲線，マルディアの多変量パレート分布，ノン・ストカス
   チックな推論，集団構造，集中構造，相互依存関係
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が，今日の統計環境では，最早それのみに終止することは許されたいことといえよう．つまり，
独自の開発を進めることが要請されるのである．その為には我々は標本調査の歴史を遡り，そ
の形成の論理を迫り，将来への展望を図らねばならない．註’〕
 ところで問題は単に我国のみの事情にとどまらない．ハソセソによる不等確率抽出法の提案
以降，標本抽出の統一理論が発生し，そこでは有意抽出法の再検討を促すような結果も少から
ず見受けられるのである．思うに任意抽出法と有意選出法をめぐる代表法の論争は，世上一般
ではジー二に対するネイマンの批判によって結着をみたかの如く理解されている．然し乍ら彼
等の論文を再検討し，一方でデータ解析を進めると，そこに若千の疑点が生じて来る．筆者は
本稿に於いて，一方では統一理論の成果を批判的に摂取し乍らも，原則的にジー二の方向に沿っ
てそれを補完し，発展させる方向で有意選出法を再提起する．それと共にそれを基礎づける方
向として回帰適合曲線を提案し，此等の方法を規定する基本的性格が各種の弾性値によって決
定される事を示すであろう．
註1）戦後の我国の統計におけるSturm und Drangを松下嘉米男はこう述懐している．r終戦後，アメリ
  カの文献を見る事が出来るようになったが，それによって戦時中アメリカに於いては，統計理論がその
 応用と共に非常に発達していたことが判った，当時，研究所に於いてもこれらアメリカの成果が紹介さ
  れることがしばしばあった．その興味をもった主なもgはWaldがその理論を確立したSequencial
  ana1ysis並びに，これにまつわる事柄等，Neyman，Hansen，Hurwitz，Madowによって発展した
 Samp1ing理論並びにその応用等であった．」「一方，応用方面に於いてもSamp1ing理論を応用すること
  が研究所の指導の下に，各方面で行われる様になった．これは当時，G．H．Q．の影響も多分にあって，諸
 機関がSampling理論の方法を取り入れる様になったためである．今日我が国に於いて，新しい意味の
 統計理論が非常に重要視される様になったことには，G．H．Q、並びにその後日本に来たアメリカ統計学
 者の影響がすこぶる大きかった事を認めねばならないであろう．」以上松下嘉米男『十周年に当りて』統
 計数理研究所彙報，第2巻第1号1954年6月p．3による．
 序   論
 標本調査法は，1任意抽出法と有意選出法を含む代表法として，1895年に国際統計協会ベルン
会議に於いて，キェールにより提起された．少くとも国際的た会議の議題として提起されたの
は，この時点であるという．（馬場（1969），p，192）それはr従来，統計学界で主流をなしていた
のは，全数調査を万能とし，個別典型調査を補助とみたものであった」ことに対処して行われ
たものであった．「キェールは，このように国際統計会議において，重要視してきた典型調査法
に対し，新たに代表調査法を提唱したのである．」（馬場，上掲書p．194）それについてキェール
は1899年国際統計協会ブタペスト会議の報告において「ある地区とか，一都市のある街区の，
詳細な研究は代表調査（une investigation representative）ではたい．もしいま問題としてい
る地区とか，街区とかが，典型（type）と考えられるたらば，それは典型調査（une investigation
typo1ogique）である．…代表法は散らばっている多数の観察単位（地区）を必要とする．そし
て全集団のなかで種々の特性をもつ地区が，出来るだけ同じ割合で全集団（1’ensemb1e）を代表
するように取らねばならたい．」（同上pp．194－195）と説明している．
 又ジェソセソは，1925年国際統計協会ローマ会議に於いて，統計調査法についての簡潔た説
明を与えているが，それは極めて示唆に富むものである．それによると，
 「（1）部分調査（partia1investigation）．これは知識を得たいと望んでいる全領域を，調査す
るのでたく，その領域の一部分のみを調査するとき，統計的調査のすべてを総称する．その調
査部分は偶然的に入手されても，調査のために選定されても，いずれでもよい．（2）代表法
（representativemethod）．これは部分調査から得られた結果を一般化できるように，代表標本
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を確保する方法で，次の二つにわかちうる．（3）無作為選出法（random se1ection）．これは調
査の主題や目的と結びつかたい，何らかの機械的な原理にしたがって，全体における各単位の，
標本に含まれる確率が等しいように，選出の仕方を考えて，多数の単位を選ぶ方法．（4）有意
選出法（purposivese1ection）．これは多数の単位群を選出するとき，選出された群が相集って，
すでに統計的知識となっている諸特性（characteristics）について，全体とできるかぎり近い平
均・比率を生ずるように行う選出方法．（5）標本（samp1e）．これは無作為選出法にしろ，有意
選出法にしろ，調査のために選ばれた，単位の群の代表集団である．
 ジェソセソは社会的集団現象の観察につき，先ず簡略なものとして，問合せ法（inquiry
method，アンケート）をあげている．これは調査事項に要しい多くの人々に，問合せをして，彼
等の個人的た経験や観察に基づいた，主観的た見解を求め，これをもとにして，調査者が一つ
の総合的な報告を作る場合である．次に彼は，記録法（monographic method）をあげる．これ
は集団の構成部分のうち，典型的（typica1）と思われる部分について，客観的た調査をたす場
合である．すなわち典型調査はこれである．」（前掲書pp．！48－！49，A．Jensen（1926））
 我々は本稿でその詳細を述べる訳にはいかたいが，有意選出法と任意抽出法の並存を認める
代表法の観点に立ち戻ることは極めて重要であると考える．註’〕この観点の下で我々は概ね第
1表のような，一つの系譜を与えることが出来る．つまり此の表に収めた各国の理論的・実践的
指導者たちは，それぞれの方法について重要た規定を具体的な形で与えているからであり，そ
れによって我々は二つの方法の並存を認める代表法への回帰の必然性を読み取ることが出来る
からである．残念乍ら本稿でその詳細を与えることは出来たいので，ここではそれぞれの代表
者の論文を通して，その概要を第2表の形式で示すことにする．
 勿論こうした縮約は史家により多くの指弾をうけるであろうが，本稿第1章及び第2章の具
体的提案を主眼とした本稿では，両方法が相互に補完的な立場にあり，絶対的た対立や，一方
への従属といった関係にはないことを示し，将来への大振みな展望を与えることが出来れば，充
分であると考える．従ってキェールとジェソセソを第I期に位置づけ，第II期にはジー二，ガ
ルヴァー二とアンダーソンを含めることにした．又任意抽出法に関しセは，フィッシャー，ホー
レー，ネイマンを何れも第I期に，ハソセソとフルヴィッツを第II期として捉えた．第III期は，
其後の今後に至る諸々の研究者の成果を概括する意図で構想したものであるが，有意選出法の
此期に該当する方法は他に未見であるので，敢えて予想としたのである．但し本稿第1章及び
第2章で示す方法は，相互に異なる系譜に従うが，共に此期に属するものとして意識的に第III
期を構成している．
 重要なことは，或期の有意選出法の構図が期をずらして任意抽出法の基盤の下で摂取され，式
場合はストガズチックた手法が次期の有意選出法を生む引金となっていることである．例えば
ジー二，ガルヴァー二はストガズチックな最小二乗回帰直線を多分ホーレーから導入して自己
の方法を表現したのであり，逆にハソセソ，フルヴィッツは有意選出法にたらってコントロー
ルを導入して任意抽出法の改良を果たしたのである．つまり此の相互作用があってこそ，それ
ぞれの方法に進歩と発達がみられるのであり，常に一方を主とし他方を従とする傾向として標
本論史を捉えることは我々のとら辛いところである．そのような傾向は存在しても，部分的な
ものであり或いは一時的なものだからである．又そのような一方通行的た理解は寧ろ自己否定
に導き，永続性をもたないように思われる．
 然し両者の並存と相互作用を認めるといっても，両者の間には基本的た対立が存在するので
ある．それは第3表のように，それぞれが指摘されて来た問題点に於いて捉えることが出来よ
う．
 ところで，第1，2，3の各表のように水平化した表現は一つの概観を与えるものではあるが，
164 統計数理 第34巻 第2号 1986
第1表 代表法の系譜
有 意 選 出 法 任 意 抽 出 法
キェール（ノルウェー） フィッシャー
国際統計協会ベルン会議（1895） （1920年代発足）
ジェソセソ（デンマーク） ホーレー（イギリス）
国際統計協会ローマ会議（1925） 国際統計協会ローマ会議（1925）
ジー二，ガルヴァー二（イタリア） ネイマン（ポーランド，アメリカ）
カイロ国際統計機関会議（1927） 王立統計協会（1934）
アンダーソン（ブルガリア） ハソセソ，ハーヴィッッ（アメリカ）
王立統計協会（1934） アメリカ・センサス局（1944）
第2表キーワード
有 意 選 出 法 任 意 抽 出 法
第I期 調査区選出，区内全数，順位付け， 個体，等確率抽出，層化法
系統選出，コントロール
第II期 直線回帰，コントロールの母平均 変動確率抽出
と標本平均の一致性
第m期 曲線回帰，弾性値（予想） モデルの導入，最適化
第3表 問題点
有 意 選 出 法 任 意 抽 出 法
1．主観性が強く，一般的に偏りも伴う． 1．繰り返し操作可能を前提としている．
2．全般的に数学的根拠が薄い． 2、信頼性に関して諸説がある．
3．精度表現がない． 3．層化基準は必ずしも客観的でたい．
4．乱数という人為的且つ不統一で実現困
難た手続き及び概念を必要とする．
方法の発生や交替の内的動因を伝えるには不充分である．我々はこうした方法概念の形成・変
化について特に画目すべき論文に触れねばたらたい．
 その第1は，有意選出法の第II期に位置づけたジー二，ガルヴァー二の論文である．彼等が
標本抽出を試みたのは，地域間の比較や，その内部分析等の精密作業を行うのを可能にする為
に，人口，社会，経済，地理的諸特性について全国を代表するような「一般的標本」を得る事
であった．具体的に，
 「出生率の順序で整理したリストから順番の番号が1の数字で終わる郡一すなわち，1，11，
21，…番を占めた郡一を選抜した．ただし，標本にはイタリアのすべての州とともに，富・産
業上の特徴・海抜の故にイタリアの大・中都市全体を充分に代表すると思われる大・中都市も
含まれることが望ましかったので，最初に選んだ郡の他にいくつかの郡を加えた方が良いと判
断した．かくして，27郡から形成された暫定的標本を作成することに達した．この標本は出生
率の点では最高に代表的なものであった．
 ところが，予想しうるように，広さの点では，予め規定した量的基準と一致したこの標本は，
選抜の際に考慮したかった諸特性に関しては，当初の一見で母集団の一般的表象のために要求
されうる最低の条件を満たすことから相当遠いものになった．」（p．8）
 その為に彼等は出生率以外の特性を加味し，経験に基づいた修正を加えるといった基本的に
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単純で理論的に不完全な作業を行ったのである．燃しその過程及びその後の推計に当って，彼
等はそれまで主観性が強く数学的根拠に乏しいといわれた有意選出法に不充分ではあるが統計
的解析を加え，数学的方法の適用に努力し，その可能性を探索したのである．誌2）
 彼等はその結果について最終的に必ずしも満足していたいが，それは「一般的標本」という
概念に含まれているように，あまりにも多目的，多面的た代表性を求めた結果でもある．一つ
の標本に対して全面的な代表性を求めることは，今日の如何たる調査法によっても困難であろ
う．
 扱，第2の論文は，任意抽出法の第I期に位置づけたネイマンによるジー二及びガルヴァー二
の論文に対する批判的報告である．洲彼はここで強く，有意選出法は任意抽出法の一部であ
り，その特殊な場合であると結論づけている．然し乍ら此の主張は，有意選出法を客観的に肥
えた結果としてではたく，自己の主観的判断を加え，又彼の確率論的視野に収まるように変形
を加えた結果であることは，次の二つの章句によって端的に伺うことが出来る．
 つまりジー二とガルヴァー二は，彼等が有意選出法を提案するのは，その前に任意抽出法を
試みて成功しなかったからであるがそれを具体的数字を用いて説明した箇所を引用した後，、ネ
イマンは次のような註釈を施すのである．「しかしながら，いま見たように抽出単位を決めた経
緯からすると，抽出の原則は予め決められていたように思われる．」（p．99註3参照）従ってここ
では当初からの疑惑と不信の感情を読みとることが出来る．更に内容に立ち入ると，ジー二と
ガルヴァー二の用いたコントロール（出生率）により順位づけた後の系統選出を，コントロー
ルによる層化であり，層内から調査区の一部を無作為に抽出することであると，彼流の解釈を
与えた際に再び註釈が加えられる．つまり次のようだ弁明を試みるのである．「確率論的に有意
選出法を扱おうとすると，このように解釈しなければならないことは強調しておく．ラノダム
な変動或いは無作為抽出でないときは，確率誤差等の確率の議論は一切出来ない．」（p．ユ09註3
参照）つまり彼においては初めから確率論が鉄則なのであり，それ以外のことは考えられないの
である．我々はネイマンの確率論に対する傾倒の深さには打たれるが，有意選出法の統計目的
に対する客観的科学的判断を求める立場からは，彼の論文は何も寄与するところがないという
他はない．
 事実，この報告によって一応の成功を得た（ネイマンは自ら「有意選出法に対する私の批判
は充分説得力があった」（p．139註3参照）、と満足げに答えている．）ネイマンは，これを一つの
契機として其後アメリカで活躍するのであるが，この報告後僅か10年にして同じセンサス局の
ハソセソ及びフルヴィッツによって次のように訂正されるのである．「しかし，単純任意抽出法
を使わたいで有意選出法の生む偏りを避けると同時に，単純任意抽出法よりも大幅に標本誤差
を減少させるような特別な原理が導入された．それは任意抽出法を行うのだが，1次抽出単位が
選出される確率はその規模既ち1940年代における人口に比例させるというものだった．」誌4）
 ここでネイマ1／が任意抽出法の原則とした等確率抽出は斥けられ，他方有意選出法を特徴づ
けるコントロールが層化の為ではなく，抽出確率そのものに導入されるのである．しかも彼等
の提案は有意選出法を意識して，その長所を取り入れたとみて間違いないであろう．ネイマン
の批判にも拘らず，彼等には任意抽出法と有意選出法が依然として対置され，並存されていた
とする他はない．ハソセソ及びフルヴィッツの提案は同時に両者を統合もしくは接近させる試
みでもあった．それは我々に，彼等の論文を画目すべき第3の論文とするに足る充分な根拠を
与えるものであろう．
註1） キェールやジェソセノの有意選出法の紹介は馬場（1969）に詳しい．
註2）Gini and Galvani（1929）参照．此の論文の検討は一橋大学大学院のCarrado Molteni氏の協力に
 負うものである．GiniとGalvaniは又註として次のように言っている．「抽出の単位として市町村を採
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  用できなかった理由を別にして，任意抽出の方法の実際に限って言えば，8354の市町村から適切た数を
  拍出すれば，郡別の抽出より間違いたく良い結果が得られたであろう．さらに層別抽出方法二つまり
  全市町村を幾つかの「類似した」集団に分け，この各々の集団から同じ割合でいくつかの市町村を任意
  に抽出する方法一を以って標本を抽出したならば，より良い結果が得られたかもしれないが，多数の
  特性に対して同時に層別を行う時に如何なる困難にぶつかるかは誰にでも分かるであろう．たお層別抽
  出法に関しては，前掲のBow1eyとJensenの論文を参照」（p．6）
註3）Neyman（1934）参照．この論文の検討は岸野洋久研究員（統計数理研究所）の協力によって行われ
  た．
註4）Hansen and Hurwitz（ユ944）p．3参照．此の論文の検討には岸野洋久研究員の協力を得た．
 1．変動確率抽出法におけるモデルの導入＊
 ハソセソ，フルヴィッツ以降の任意抽出法は「地域抽出法」とか「人口規模に比例した確率
抽出」といった具象性を脱却して，変動確率抽出法として抽象され，その一般理論の形成に向っ
た．序論の第2表に掲げたように第III期の1つの特徴は，分散最小というネイマン基準の適用
範囲の拡大にあると考えられる．それは単に標本の各層への割当や，推定方式の面に限らず，層
の形成にもコントロールを導入してその最適分点を決定するといった試みや，変動確率抽出を
最適化する試みによってその適用領域を拡大した．註’）
 つまり此期に於いては，かつては有意選出法を特色づけるものであったコントロールが，任
意抽出法に於いて当然の前提として導入された上で最適化が論じられている．そしてその結果
の記述に於いて登場するのは一般に曲線相関・曲線回帰であり，弾性値であって，母集団の非
線型構造に正面から取り組むことを要請するのである．このことを具体的に示す一例として変
動確率抽出法に最適原理を導入した結果を示すことにしよう．
 一般に不等確率抽出法は，補助変量Xが与えられた場合，その正値一価関数ψ（X）に比例し
た抽出確率による標本抽出法と考えることが出来るが，此の抽出法によって得られた標本
                              1 M（X（ゴ〕，γ（｛〕），ゴ＝1，2，…，mを用いて目的変量γの母平均μツ＝一Σルを推定する為に，不偏                              M H
推定量
              一  1  ” γ（｛〕．  1 w（1・1）    γ（ψ）＝7μ・㌫（X（・））・μ1て恥（κ・）
を用いることにすると，その分散σ多ωはよく知られているように
（・・）   11ω一÷／μべ茗、浩rμ1〕
となる．ここで（1．！）の最適条件を与えるものとして，
 定義1．1「gの関数族に於いてσ多｛列を最少ならしめるグが存在するときグに比例する
抽出確率をγの平均を推定する為にγ（g）を用いた場合の最有効抽出確率という．」
意味の最適抽出確率を用いることが出来るが，この場合次の定理が成立する．すなわち
定理1．1 r目的変量γが正値で且つ補助変量Xに対して
‡本章は昭和60年度日本統計学会における共通テーマ「戦後の統計調査の問題点と将来のあり方＜国富調
 査〉」における報告を主体としている．
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 （1．3）          1ogγ＝ρ（X）十1ogζ；ζはXと独立
となる構造をもつならば，e舳比例確率抽出が最有効抽出法を与える．又その場合ア（g（O））の
変動係数ぴ）は
                    1 σζ  ！（1・4）     ぴ〕＝万五（ζ）＝が1
である．ここでCζはζの変動係数を表わす．」詩2〕
 構造に関する（1．3）の条件はRoya11（1970a）のモデルに近い性質を示すが，この定理は二つ
の階層内の目的変量の総額がほぼ等しい時，標本数mもほぼ等しくなり，従ってこの二階層の
パーセント精度もほぼ等しいことを示すものである．これは階層別統計表の利用価値を高める
ものであり，従来の層化任意抽・出法によって得られたい利点である．然もそれは非線形な回帰
構造（1．3）を前提として初めて得られるのである．
 扱，数多くの経済統計の分析によって極めて一般的に認められている経験的た回帰関数は対
数線形回帰形式
 （1．5）                  1ogγ＝α十β109X＋109ζ
である．ここでβはしばしばγのxに関する近似的弾性値とされるものである．今この関係
を利用して目的変量γの平均を推定することを考えると，定理1．1によりe舳〕＝々Xβ（々＞O，
常数）に比例した確率抽出を行えぱよいことになる．
 ところで定理1はXを々次元ベクトル値変数Xとした場合にも成立することが容易に証明
される．誌3）従って一般的にはe舳＝C兀Xダ’比例確率抽出法を最適抽出法とすることが出
                  一＝1
来る．具体的に例えば付加価置量γの平均値又は総額を推定する場合，コップ・ダグラス型の
生産関数を予想して，その要素を補助変量xとするたらば，企業をe舳に比例した確率で抽
出するのが最適ということになる．このことは最適性は対象集団の内部構造に則した方式をと
ることによって得られるといえそうである．実際に定理1．1は二変量ジブラ分布が最もよい適
用例を与えるのであり，パレート分布に対しても可成り有効であり，一般に所得分布に対して
有効性をもつと考えられるのである．因にジブラ分布では
（1．6） ・㈹一Zπ砺戸
となる．ここでρ〃，σ至はそれぞれ母集団の対数相関係数及び対数分散を表わすものである．勿
論実際には（1．5）の成立は理想状態なのであり，パレート分布を前提とするとζはXと一定の
相関を示すのである．このことは次章に示すより一般的た方法を導く一つの導因となっている．
 扱，分析を更に進めると，Σβゴは1に近い場合が多く又単一の補助変量に比例した抽出確率
によっても或程度効果がある事，更にζがxと相関関係にある場合は，或程度の系統抽出の導
入が必要となる事情が予想されるのである．この系統抽出の導入は，再び有意選出法への接近
を思わせるが，それは実際に次章にのべる形式に近いものである．
 更に無視出来ないことは，（1．5）式が可成りよい適合性を示す場合は，弾性値が抽出確率を決
定する基本的要素とたることである．つまり，このことを産業特性による地域層化や企業層化
に対しても弾性値を基準にすべきことを示している．これによって従来みられたかった層化に
ついての一つの客観的基準が与えられることになり，その為に対象の構造への接近が求められ
るのである．
 実際にそのような弾性値の構造を企業の産業別データによって吟味してみよう．その為にま
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  第L1図 弾性値領域の設定
ず企業を対象として，対数線形回帰による有形固定資産の資本金及び従業員数に関する弾性値
β1，β。を求め，第1．1図のようだ領域分割に基づいて産業を層化してみよう．その結果，資産の
種類に応じて第1，1，1．2，1．3の各表の分類が得られる．註4）
 実際に層別した結果が，調査結果に効果をもたらす為には，層化に用いた資料が調査時点に
おける状態をある程度反映しているものでなければならたい．その為には，弾性値の年次別・
時期別変化がどの程度のものであるかを知る必要がある．第1．2図はその為の検討資料である．
 又観点を変えて各資産・資本の総資産に関する弾性値を業種別に示したのが，第1．3図であ
り，業種別年次変化を示したのが第1．4図である．
 此等の諸結果は，基本的な弾性値を注意深く選択するたらば層化の基準として適用するのに
充分適しているように思われる．第1．5図は更に此等の弾性値計算の根拠を与える（1．5）式の関
係が，どの程度データの上で保障されるかを示したものであるが，この産業は比較的適合度の
低い例とみてよい．我々は次の段階として此の図に示されるような回帰残差についても更に検
討すべきであると考えている．
 以上のように回帰関係を通して母集団の構華に立入ることは，抽出確率や層化の合理的な基
準を与えることにたり，任意抽出論を一歩前進させることになる．燃しそれを実践に移す場合，
例えば定理ユ．1の（1．3）式で与えられるρ（X）や（1．5）式の係数βは本来は事後的に得られるも
のであるから，それを事前に如何に予測するかが問われねばたらない．又此等の回帰関数に対
して残差ζが独立であるという条件も，例えばマルディアのパレート多変量分布等に対しては
成り立たないという事情を考慮せねばならたい．
 又，一般的に言って任意標本抽出論における等確率抽出法から不等確率抽出法への推移は，任
意抽出法の種類を増大し，その適用範囲を拡大したが，同時にそれは抽出法の選択の問題を生
ずることにたった．Optima1た選択が問われることになり，標本調査論は，実務上の指導よりも
一層理論的た課題として研究室や教室に持ち込まれることにたった．そのことは，統一理論の
発生と進歩を促したが，その結論は必ずしも任意抽出法に対して肯定的なものばかりではたい．
例えばGodambe（1965）はサンプリングの統一理論に基づいて「任意のデザインaに対し，母
総計τに対するすべて・の線形不偏推定量のクラスム（a）の中で，一般には一様最小分散
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第1．1表（有形固定資産一土地）の弾性値による分類
λ：繊維（βDλ），衣服（λ〃3），木材（〃λ），一般機械，電機，輸機，精機（3λ），卸売，小売（3λ），
  他サ△（3λH－4）
81建設，食料，衣服，パルプ△，金属，石油・石炭（BD），他製，放送
C：化学，窯業，鉄鋼（CB），不動産一非鉄／C丘 、，陸運，水運，ガス（BC），他運（ED）
D：船舶（D亙D），事サ△（亙D），旅 ．君
亙1映・娯
F：鉱業
G：電気
〃：出版△（〃D〃）
∫1個サ
第1，2表棚卸資産の弾性値による分類
ノ41
B：
c：
D l
κ：
F：
o：
〃1
∫ ：
鉱業（舳D），パルプ，窯業，非鉄，金属，一般機械，精機，化製，卸売，小売，旅・宿，映・娯
建設△，化学，石油・石炭，鉄鋼，輸鉦，事サ△（石3）
食料，繊維，水運
衣服△（BD），他運△
木材，不動産（〃F），ガス（FλF），他サ△（λHF）
陸運，電気（C0），個サ△
船舶（〃FH）
第1．3表（有形固定資産一土地）十棚卸資産の弾性値による分類
λ二木材，パルプ，出版△（λBλ），金属，一般機械，電機，輸機，精機，船舶（λDλ），卸売，小売
月＝建設，食料，繊維，石油・石炭（舳），窯業（CB）
c二化学，陸運，水運，他運，ガス
∫）二衣服（DλD），旅・宿
κ：事サ△（DE），映・娯
ρ：鉱業
G＝電気
〃：他サ△（λFHD）
∫：個サ
，鉄鋼，非鉄，他製，不動産，放送
（UMV）不偏推定量は存在しない．それが存在するのは次のようだクラスD（ユニクラスター・
デザイン）に限られる．
 P（Sユ）＞OかつP（S。）＞0であるとき，これら2組のサンプルは等価SI～S。（有効サンプル
が一致）か又は互いに素（∫1∩∫。＝φ）である．」（多賀（ユ976）P．222）を見出している．
 かくして最小分散を。ptima1とする立場は他の条件としてモデルを導入することにたり，そ
れと異なる立場は。ptima1の基準を他に求めることになった．
 前者の立場では，例えばRoya11（1970a）は1inear mode1dependを前提として任意抽出法
に対して否定的な結論を導いている．すなわち有限母集団に於いて補助変量ルを凡て既知と
したとき，有限母集団の母平均γの不偏推定量のうちでMSEを最小にする最適な推定量と最
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総資産に関する弾性値の年次変化（完全集中回帰）
資’本
適なサンプリング・デザイン∫＊についてのsampIingp1anグは
（1・・）    グ（・）一／に：
であることを見出した．その結果彼はこの最適標本をnonrandomであるという意味で有意選
出Purposive samp1ingとして捉えた．一方，optima1の基準を他に求める方向は，多くの既成
の数理統計学的諸観点（充分性や完備性）に基づいて検討されており，それは前掲書多賀（1976）
の第9章の後半の主題として詳細にのべられている．そしてその結論として著者は次のように
述べているのである．
 「以上の史的概観を通じてみると，不等確率サンプリングは当初より良いサンプリング・デザ
インを見出すことを意図し，比例確率サンプリングだと実際に有効た方法を生み出したが，そ
の後サンプリング統一理論への適用に興味の焦点がうつっていった．しかしたがら，あるサン
プリング・デザインに対して最良な線形推定量を求めると，その係数は母集団パラメータに依
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第1．5図弾力性構造の信頼性
存したものとたり，それは推定量とはいえない．これは母集団について『どれだけでも情報が
えられる』という現実を無視した前提に立って議論をしているからに外だらたい．層別サンプ
リングや重ねサンプリングだとは，まさしく現実にえられる情報の範囲で可能なサンプリン
グ・デザインを与える方法であり，今後はそのように入手可能た情報の利用に限定した範囲で
一般的た議論を展開すべきであろう．」（第9章の末尾p．224）
 又第2節の末尾では，
 「以上の事柄を要約すると，サンプリング方式および推定法においては，母集団の個々の要素
について事前に何の情報もえられない場合には非復元単純サンプリングを行って普通の推定を
行うしかないが，何等かの有力た事前情報が入手できる場合には，それを有効に生かせるよう
たサンプリング方式（デザイン）と推定法の選定に工夫をこらすべきであるといえよう．と一の
点に関する理論と方法の研究は十分行われているとはいい難い現状であり，将来における発展
が期待される．」（p．235）
とのべている．
 此等の結果や結論は任意抽出法の将来の可能性を否定するものではないが，それは同時に
かってネイマンにより否定された有意選出法の再検討を行う道が開かれたことも歪めたいので
ある．
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 かくして我々は，統一理論に基づく此等の研究成果を他山の石として，次章に於いて独自の
立場で有意選出法を一般化して検討することにしよう．それは最早抽象的な一般論としてでは
たく，180。転回して具体的実践的な提案を通して行われる．
註1）特に層化の為の最適分点の決定については次のような統計数理研究所における一連の諸論文を挙げ
  ることができる．すたわちHayashi，C．，F．Maruyama and M．D．Ishida（1951），林知己夫，多賀保志，
  高倉節子（1955），林知己夫，丸山文行（1949），増山元三郎（1950），Taga，Y．（1967．1971），Wakimoto，
  K．（1971）．
  他方，最適変動抽出確率を求めたものとしては，後掲の田口（1975．1976a，1976b，ユ978）を挙げるこ
  とが出来る．
註2）定義1．1及び定理1．ユについて後掲田口（1976a）に詳しい．
註3）前掲田口（1976a）参照．
註4）以下の諸資料は法人統計年報（1976－1981）によるものである．特に第ユ．ユ～3表における△印は最小
 二乗回帰による弾性値と集中回帰による弾性値の差の大きい産業を示している．又（）内の記号は年
  変化によって複数の領域にまたがる場合を示している．
 2．有意標本の選出法と推論＊
 前章に示したように変動確率抽出法の最適化の試みは全体及び部分の精度の向上と共に，層
化についての一つの客観的規準を与えるものであった．それは又全体として母集団構造の解析
が標本調査法の改良に役立つことを示した．然し乍ら最適化理論を成立させる条件は，広く非
線形回帰構造を前提とするものではあったが，なお残差のコントロールに対する独立性等の制
約を伴うものであった．又有限母集団からの非復元抽出は統一理論によればmode1dependに
せよnon model dependにせよ最適性の追求はnon randomな標本に導くものであった．
 序論に触れた方法論史的考察によれば，我々は此の段階において獲得した任意抽出法の成果
を有意選出法の立場で吸収し，更に高度の標本調査法を形成し得る筈である．我々は本章で実
際にその実現可能性を検討することにしよう．その理論的根拠は，第2．1図に示す回帰適合曲線
の構成によって与えられる．燃しここでは此の曲線概念に触れる前に，まず予想される有意選
出法について具体的な解説を加えることにする．
 2．1．有意選出法の定式化
 ジー二までの有意選出法は，多くは単純な例示に止まり，定式化するまでには至っていたい．
一方ロイヤルは統一理論の立場に立って，しばしば有意選出法を口にするが，対象集団のもつ
べき条件も，具体的な選出手続きも示していない．従って我々は有意選出法の定式化から出発
せねばたらない．
 1． 目的
 yを未知の目的変量（調査特性），κを既知の補助変量（コントローノレ）としてyの平均値μツ
を有意選出標本によって推定する方式を考える．
 2．選出方法
 標本選出の原理はツの・κによる近似的回帰関数値9（κ）で加重したκの順位に従った系統
選出である．又その選出の始点は，この加重選出間隔の中間を占める個体である．すなわちg（κ）
をκの順位に従って累計し，その各累計額を累計総額の1／2尾で等分割した時，奇数番目の分割
点を占める個体を標本とする．
＊本章以下は昭和61年度日本統計学会における筆者の報告r有意選出法について」の詳論である．
 174             統計数理 第34巻 第2号 1986
 但しもし回帰関数が上記の選出間隔すなわち（ψ（κ）の累計総額）／尾を超える個体があれば予
めそれを全数調査対象として除外し，残部について上記の手続きによって標本を選出する．
 文もし補助変量として篶をとる個体が標本に含まれる場合は，原則上κ、を有する凡ての個
体を標本とする．従って部分的にも全数調査部分を含むことにたり，選出時における同一κ値
を占める個体間の順位は考慮する必要がたくたる．
 3．選出の条件
 扱，R（κ）をツのκに関する回帰関数，すなわちμツー。をコントロールκをとるグノレープのy
の平均値（ツのκに関する条件付平均）とした時，
 （2，1．1）           沢（κ）＝μル
とする．又R（κ）をyのκに関する近似的又は予想回帰関数とする．その場合μ。及びμ長をそ
れぞれR（κ）及びR（κ）の全体平均値とすれば
 （2．1．2）                          μR＝μツ
                     μ長≠μツ
である．
 この時仮定H1及びH・として
 Hl：R（κ）及び児（κ）はκの連続た正値関数である．
 H。：κに関する母集団分布は連続た密度関数∫（κ）によってよく適合される．
 このとき以下に述べる有意選出法及び推定法の基礎とたるのはκをパラメータとする次の
曲線（仮に回帰適合曲線と呼ぶ）0＝（γ，π）である．即ち
（2．1．3）
γ（κ）一∫X戸（ξ）！（ξ）・ξ／μ1
市）一μ（ξ）！（ξ）・ξ／μ／
である．従って横軸は既知量，縦軸は未知量とたる．このときwはγの一価関数と考えられ
るから，それを
 （2．1．4）                      η7＝φ（γ）
とする．
 この曲線はローレンツ曲線に類似しており，仮説H1，H・のもとで
 （2．1．5）          0≦γ≦1，O≦π≦1
 （2．1．6）                    φ（O）＝0， φ（1）＝1
とたる．従って0は第2．1図に示すような点0と点3を結ぶ単調に増加する曲線である．但し
ローレンツ曲線と異なり，γ軸に対して常に凸又は凹ではたい．然し極めて興味のあることは
この凹凸は後出（2．1．33）式で示されるようにR（κ）の局所弾力性が沢（κ）のそれよりも大なる
ときγ軸に対しては凸，小たるときは四とたる．又両弾力性が一致する点が変曲点とたる．
 又特にR（κ）がR（κ）と一致するときは直線0Bとなる．これを適合基準線ということにす
る．実際にはこのような場合は考えられない．註1）直線03はローレンツ曲線の均等線に対応
するものであるから，この曲線に関しても集中面積やジー二集中度係数にあたる特性量が考え
られる．すなわち回帰適合曲線と基準線0Bとで囲まれる面積を適合面積λとすれば
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第2．1図回帰適合曲線
             ム．長          A＝            4μ沢岬
 （2．1．7）             一  一         ムイr…（n）二1111桑1：ル（灼）∫（ル）鮎
となる．但し曲線が規準線の下部にある部分の面積を正，上部にある部分の面積を負とする．
従ってF＝2λを回帰適合度とすれば一般に
 （2．1．8）            一1≦F≦！
が成立する．特にκの凡ての値に対してR（κ）／沢（κ）が定数の場合はF＝Oとたる．従ってもし
κ（κ）と沢（κ）が常に定弾力性をもっとすれば，その両者が等しい場合FはOとなる．ム．長を
回帰適合差とよぼう．
 この回帰適合曲線をもとにして，以下選出の方法と推定の方式を具体的に示すことが出来る．
 4．選出の方法
 標本が示すコントロールκの種類を々個κ、，κ。，…，ルときめる．但し母集団における沢（κ）
の総額を丁虎としたときR（κ）≧丁虎／后となるような個体は凡て全数調査対象として予め除外
しておく．
 扱，γ（κ）の取る値を々個の等区間に分割する．この際，区間0λの分割点
 （2．1．9）        γ乃≡γ（κ加）；卜1，2，…，々一1
              1で分けられた各小区間の巾が一一になるようにκ尾を決める．特に              々
 （2．1．10）           ”＝O，γ。＝1
とする．このときん番目の区間ムを（γヵ一エ，γ乃］と表すことができ，
（2．1．11）       γrγわ．F1／后；ん＝1，2，…，々
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とする．更に第1図に示すように此等の分割点～r対応して
 （2．1．12）        肌＝W（κゐ）；ん：0，！，2，…，后
とする．このとき明らかに
（2．1．13）  ．    ’  肌＝0，肌：1
とたる．
 さて，∫わに収まる部分母集中πんにおいてγ（κ）の区間中間値を占める個体が示すコント
ロールの値を亙んとすれば
（2．1．14）        〃≡γ（禿ん）＝（γん一。十γん）／2
である．〃に対応して
 （2．1．15）          肌≡肌f乃）
が決まる．もし次の仮説H．
 H。：沢（κ）はκの単調関数である．
が成立するとき各R（f乃）はπゐにおける沢（κ）に関するメディアールとたる．燃しこの仮説は
特に必要でない．註2）
 一般的にみてれをとる個体は1個ではたい．いまその全体を全て標本に加え，この部分にお
けるyについての平均値を考えるとそれが凧fゐ）である．又この場合fんをもつ個体の配列は
問題とならたい．
 具体的にサイズMの有限母集団πを対象として∬。が成立するものとする．このときコン
トロールが元んの近傍に属する個体のクラス十。ゐとすると。みの標本数mみは近傍の区間の巾
をムとすれば
 （2．1．16）          κ≒W（れ）ム
とたる．従って全標本数mは
                   左         ゐ （2．1．17）        m＝Σ伽≒MΣ！（元乃）ム
                  乃＝1       ゐ＝1
である．ここでムは例えば
（・・…）   γ（ル・寺）一γ（ルー寺）一。lZ
とたるようにすればよい．この時各小区間で選出される標本の児（κ）に関するシェアは一率に
10d
亙％とたる・
 5．推定の方式
 （2．1．13），（2．1．14），（2．1．15）の諸式から容易に
                     1       1 （2．1．19）         γゐ＝oゐ十一γト。＝or－                    2尾’      2尾
が得られる．従って又（2．！．4）式から
（卿    肌一φ（仇・卦肌一φ（・パ士）
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となる．今仮説払として
 H。：φ（γ）はTay1ar展開可能である．
としよう．このときH。の下で
（2．1．21）
肌一肌一1一φ（・乃・去）一φ（・パ土）
     一・／士φ’（・由）・ま，（・榊一（・庖）／・・（去）
となる．ところで
（2．1．22）
庇
Σ（Wr肌一1）＝1
ゐ＝1
であるから
（2．1．23） ・倉／去／仙）・ま，（2い”（・・）／・・（去）一1
となる．更に（2．1．3），（2．1．4）式によると
                     Hプ（κ）＿沢（κ） μ月長（2124）     φW）＝γ・（κr戸（、）μツ
であるから（2．1．23）式に代入すると
（2．1．25） ん一・倉／去隻1隻：；！1・3赤1”（・）／・・（去）
そこでμツの第1推定量をγ1として．
（。．1．。。）     アI一⊥打、乃一坦麦星（ξ1）
                   々カ＝1   后加1R（ル）
を考察することにする．ここでR（心）は調査によってきまる。んに属するすべての個体の特性
γに関する平均値ルで表わす．すなわち
                   ＿  1 舳 （2127）         ル＝ Σル，＝R（わ，）                     mん’＝1
とする．但しル、は。れクラスの各個体の調査特性値である．
 扱，（2．L26）式のKをμツの推定量とした場合それは（2．1．27）式により標本測定量ル、の線形
推定量となる．又この時（2．1．25）式の第2項はKの推定誤差或いはその補正項と考えられる
が，それをeテとすると
                         々（・1・・）     ・1一点・昌φ”（・1）
とかける．誌3）次にこれを改めて吟味する．
 6．γについての推定精度
 （2．1．24）式をγに関して対数微分すると容易に
（・・1酬   出一／辮一焦1）／・（／）
が得られる．ここで。（κ）はκ値クラスの母集団における児（κ）に関する限界占有率
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                         戸（κ）（2130）         o（κ）＝γ’（κ）＝ 、∫（κ）
                         μ月
を表わす．
 今R（κ）及び沢（κ）のκに関する弾性値をそれぞれ
（2，1．31）          a1o9児（κL〃’（κ）                 η。（κ）＝    一                     a109λ     ノ～（κ）
                    a1o9ノ～（κ）＿κノ～’（κ）                 η長（κ）＝    一一                     a109λ 凧κ）
としてその差を
 （2．L32）                    δη（κ）：ηR（κ）一η云（κ）
とする．この時（2．1．29）式は
                    φ”（γ）＿δη（κ） （2133）                 ＿                    φ’（γ）  κo（κ）
となる．これを更にγに関して対数微分すると
（2．1．34） 多；出一科H婁11隻1一÷一出／／・（κ）
となり，（2．1，33），（2．1．34）式から結局
（卿   出一謝／δ苧）・墓11隻11I舳
が得られる．今1δη（κ）1及び。（κ）のκに関する弾性値をそれぞれ
（2．1．36）
舳）一aﾔ。㌘1κ）一紛））
。／）（、）一a1…（κ）一〃’（κ）
    a1o9κ     o（κ）
とすればφ”（γ）は更に
（2．1．37）
φ一（γ）一φ’≠Pκ）／／η（／）・／η・（κ）一・〕（／）一1／
となる．
結局（2．1．24），（2．1．28），（2．1．37）の各式により
（2．1．38） 昨4赤点蛛、今糾／／η（・ん）・舳）一・・（れ）一1／
と書くことが出来る．
 従って后が比較的大きく，サンプルの沢（κ）に関する占有率が高く，且つyのκに関する近
似的回帰関数がよいもので弾性値の差が小さければ誤差は小となるのである．
 ところで（2．1．26）式に於いて，れをとる個体が複数mゐ個存在すれば，凡て標本に加えるもの
とした．（局所的全数調査）．又，4．選出の方法で述べたように高額の戸（κ）をもつ個体も全数調
査の対象とたりうるものであった．従って標本数は厳密には事前に確定し難いといえる．
 然し乍ら経済調査のようだ場合m杓は二，三の実験を重ねることによって容易にその範囲が
経験的に確定されるし，又金額評論量は適当な切捨単位の設定によって肌を調整することが
出来る．
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 更に本稿では取上げたいが，複数のコントロールを用いた多重及至多段選出の場合には，mみ
は更に制限された値をとることにたる．
 2．2．有意選出法の構造依存性
 前節（2．1．26）式で示される有意選出法に基づく母平均の第1推定方式は，比推定形式をとる
から，見掛げ上は児（x）比例確率抽出法における不偏推定量と同一である．燃しそれを補正する
精度。テは，この有意選出法に特有のもので，（2，1．38）式によって理解されるように，弾性値を
通して，母集団の回帰構造とその近似形式に大きく依存する．以下そのことを具体的に検討し
てみよう．
 ＜1〉沢（κ）がんの1次同時式とたる母集団構造
 この場合，一般的に
 （2．2．1）                            R（κ）二βκ
であるから
 （2．2．2）                   η月（κ）工1，δη（κ）＝1一η長
となる．従って（2．1．38）式により近似的回帰関数R（κ）としてκの1次同時式
 （2．2．3）                  η正（κ）二βκ
を用いればσ、＝Oどたり，第1推定方式は単純比推定形式は
                         々  ＾（224）        戸、＝μκΣ些                       々ん一ユれ
であり，その推定効果は高いものとたる．
 ＜2〉 灰（κ）がんの線形回帰となる集団構造
 この場合一般的に
 （2．2，5）                             R（κ）＝α十βκ
と表わせるから，近似回帰関数として同様に次の線形関数沢（κ）を用いることにする．すたわち
 （2．2．6）           R（κ）＝σ十βκ 従って
                  μ貞二σ十βμx
このとき容易に
 （2．2．7）               α                   η（κ）＝1一                        α十βκ
                   ヴ（κ）＝1一 α一
                        δ十βκ
。（、）＝4＋寧ル）
   α十βμ。
が得られるから
              （σβ一αβ）κ（2．2．8）      δη（κ）＝       ＿  δ（’〕（κ）二一1＋
             （α十βκ）（σ十βκ）’
（2．2．9）
 α      α   十   ～α十βκ  σ十βκ
用一ヴ（／）・・（〕（／）但し・／）（／）一粉
となる．従って
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                     厚＿β （2．2．10）            下一一                     α  α
となるように近似的線形回帰が得られれば第1推定方式
（2211）     トσ十βμづ 辿                    后  卜・δ十β元み
は極めて有効なものとたる．
 一方（2．2．7），（2．2．8），（2．2．9）の諸式により
                         3σ（22ユ2）       δη（κ）十δ（）（κ）一〇｛’〕（κ）一1＝    ～ 一∫（，（κ）一3
                         σ十βκ
                       ＝一3ヴ（κ）一∫（’〕（κ）
とたるから（2．1．38）式から結局
（・・…）肝（ﾀ与ポ…鵠ん）（、十点戸（、ゐ）／、考、ゐ一舳一・1
となる．
更に今マルディアのパレート第1型分布
（λ・・1・）ル，川，け1）一（牡㍑←，／…い・…，力・1，1・・
               ＝O；     κ≦α，ツ≦ろ；力＞！，0＞1
の成立を仮定すればその周辺分布は
                     助力．（2215）      力（κ，α，力）＝州，κ＞α＞0，力＞！
                     κ
                    ＝O ；κ≦α，力＞1
であるから
                    伽（2．2．！6）    沢（κ）＝ろ十一，∫（’〕（κ）＝一（力十1）
                    ψ
が成立する．註4）従って（2，2，13）式から容易に
       ．＿（σ十βμκ）3 々  δ一0力β     グ角    ダ三（力十1〕（2217） eγr    Σ         4・3！々3ゐ一・元ん（助十万ゐ）（σ十肪ゐ）4力2α2力
・1力・、㌦一・／
が得られる．従って此の場合単に
                     δ （2．2．18）            τ＝妙                     β
とたるように決定すれば（2．2．11）の第1推定方式は有効なものとたる．条件（2．2．18）は単に補助
変量に関するパラメータのみを含むから，このような決定は事前に行うことが出来る．それは
例えば後述する分布適合曲線の性質を利用して（2．2．35）式の外～を0にする条件でパラメー
タを決定することである．
 パレート分布は一般に二次以上のモメントの存在を期待出来ないから，任意抽出法にとって
少くとも小標本論的には厄介た対象であり，この種の分布をその現実性に拘らず従前より特異
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分布として敬遠する傾向にあった．パレート第1種分布のもつ以上の性質は有意選出法の適用
にとっては，この分布は極めてよい条件をもつことを示すものであり，この選出法はここに独
自の領域を見出したといえる．
 実際に，同じ線形回帰をもつにしても正規分布の場合（2．2．10）式の左辺は事前に得られるパ
ラメータμλ，σ。の他に事後的に得られるμ∫，σツ及び相関係数ρ〃を含むからこの選出法の適
用にとってよい条件を備えているとはいえたい．
 又ガンマ分布は同様に線形回帰をもち（2．2．10）式の右辺は（2．2．18）式のように補助変量κの
パラメータα，βを含み目的変量ツのパラメータは含まだいが，κ，ツ間の対数相関係数ρを含
むものである．その意味でこの方法の適用の面では正規分布とパレート分布の中問に位置する
のである．
 ＜3＞R（κ）が定弾性値をもつ非線形回帰関数を表わす集団構造
 データ解析上で，経験的に普及している手法は，経済データ等に於いて定弾性値をもつ回帰
関数沢（κ）を予想し，その近似的回帰関数R（κ）として対数線形回帰を用いることである．
 今R（κ），沢（κ）をそれぞれ
 （2．2．19）              沢（κ）二γズ，沢（κ）＝アκ方
とする．この時明らかに
 （2．2．20）                η沢（κ）＝η，η長（κ）ニヴ
従って（2．1．32），（2，1．36）両式により
 （2．2．21）            δη（κ）＝η一ヴ＝δ（定数）
                  δ（つ二0
となる．結局この場合（2．1，38）式は（2，1．26）式のγ1んを用いると
（・…）   ・・一4㍍倉｛δ一㌶汁1｝㌦
となる．ここで∫（’〕（κ）は∫（κ）のκに関する弾力性係数を表わす．（2．2．22）式は一見γ1の誤差
項eテ、も夕1，…，ハについての線形結合のように見えるが，実際上はδ，ηの測定にタ1，…，ハ
が用いられる為により複雑な形式をとることになる．然し（2．2．22）式をみると誤差はyのκに
関する弾力性係数ηを除きツの特性量に関係なく与えられるものである．（2．2．22）式を更に仔
細にみると，yの実際及び予想弾力性の他にκの分布の弾力性を通して分布構造に依存するこ
とが理解出来る．従って次に定弾力性をもつ主要な分布についてこれを具体的に検討してみよ
う．此等の分布は又代表的た所得分布として知られているものである．註5）
 （i） マルディアのパレート第II型母集団の場合
 この場合は，次節の（2．3．4）式で示すように沢（κ）は定弾力性をもつことが知られている．従っ
て今κに関する周辺分布を
                    〃力． （2223）        ハ（κ）＝力十1，0＜α≦κ，力＞1
                    κ
                   ＝O ；κ＜α
とする．この時容易に
 （2．2．24）         月つ（κ）＝一（力十1）
が得られる．従って（2，2，22）式は次節の（2．3．5），（2．3．6）式を用いると
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（・…）   、Fδ（δ千力Wη圭耕一叩ん
                4・3鉄3（力一ヴ）2 ゐ一1
               δ（δ一ヴ十カ）力3α3η 々    ．
              ＝      Σf三力一3η夕月，ヴ＜力                4・3！々3（力一ヴ）3ゐ一1
と表される．従ってこの誤差項はκの巾関数で測定値凡を加重したものとたるが，δは一般に
は調査後にハを用いて推定される．従って
                   ～      力十η （2．2．26）             η＝η 又は                          2
とすればeテは消滅するが，これは必ずしも設計時に見出すことは出来ない．今更に
 （2．2．27）           ヴ＝ω力；0＜ω＜1
とすればηは次節（2，3．5）式で与えられるから，（2．2．26）の条件は
                 α       σ一1＋2α （2228）         ω＝    ＜！又は      ＜1                仁1＋α    2（に1＋α）
となる．従って既存の資料によりκ，y間の対数相関係数α及びyのパレート係数σについて
の予想が得られるたらば（2．2．28）式に近いωを得ることが出来る．一方（2．2．27）式を用いると
（2．2．25）式は
               （η一ω力）｛η十カ（1－2ω）｝α2η 々
 （2229）     卯、＝        Σ崩（2■3ω〕外                  4・3影3（！一ω）3   均＝I
と書ける．従って特に
                        2 （2．2．30）                   ω＝＿                       3
とするたらば
              ．＿（3η一力）（3ザ2力）一． ！走（2231）    ・γr  8尾…  yて呂夕1
と表わされる．
 ところで（2．3．5）式によると
 （2．2．32）            0＜η＜力
であるから結局e7。は
（・．・捌     一祭・・1・箒
とたる．更に吟味すると
 （2．2．34）            力＝2η
でカは最大の過大推定値とな／その誤差1ま祭である．又
                    力   2 （2．2．35）            一＜η＜一力                    3   3
    一           力   2に於いてKは過大推定量となるが一及び一バこ近づく程減少し遂に消滅する．更に                3   3
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                    力    2 （2．2．36）           O＜η＜一 又は 一力＜η＜力                    3     3
     一                           力2に於いてはγ1は過小推定となり，それはO又は1に近づく程誤差が大となるが万を越える
事はたい．
 この場合選出方法は補助変量κのパレート係数力のみによって決定される上に，第1推定方
式γ1による誤差e7、はその推定に伴って（2．2．31）式から得られる．或は（2．2．28）式の関係から
α及びσの推定によっても得られる．又ηのよい推定量が得られたい場合であっても，（2．2．33）
式によってそれは充分コントロールされるのである．実際に調査に於いては複数の調査項目を
対象とするから，特定のηに拘りたく此の式によって標本のサイズ后を決定出来ることの意義
は大きい．
 パレート母集団に関する一層詳細な解析は，次節で改めて行うことにする．その結果はより
よい精度を与えることになる．パレート母集団は，有意選出法と驚く程緊密た関係を保ってい
る．例えばパレートは，力＝1．5を基準状態と考えていたようであるが註6）この場合は以上の結果
によるとヴ＝1つまりκの規模に比例した選出が実際的方法といえる．
 （ii） ジブラ分布の場合
 κの密度関数を
（2．2．37） ル）一 ?A…／一÷（1o9着＝μx）2い・・
とする．この時容易に
（2238）      ！／〕（、）一一1－o・与μ・
                          σx
が得られる．従って（2．2．19）式の沢（κ）を用いると（2．2．38）式は
（2I2．39） ・F2πσ三ex_（粉十ヴ2σ三）δ倉／δ一ヴ・109㌻μ一／
  ・、1方…（109㌻一μヤみ
と表現される．一見すると此の場合は，パレート分布の場合のようにηについて事前の情報を
もたずによい推定結果を得ることは難しいように思われる．然し第4節で示すようにδについ
て標本推定を同時に行えるのでそれによってσ、が推定され，次節に述べるような第2推定方
式によって推定精度を高めることが出来る．
 燃しそれにしてもパレート分布とジブラ分布は，変動確率抽出法によるか有意選出法による
かによって，その優劣の順位を変えるようである．つまり標本選出時の選択は，集団の構造に
依存するのである．
 ＜4〉R（κ）が変動する弾性値をもつ非線形回帰関数をもつ集団構造
 此の場合に於いても，もし補助変量κのzへの適当な変換によって（2．2．19）で示されるよう
た回帰関数沢（z）が得られる場合は＜3＞と同様た考察をzをもとにして行うことが出来る．
 然し一般的には（2．1．38）式は（2．1．30），（2．1．32），（2．1．36）の諸式に従って
                3       μ長 々 児（亙乃）  δη（亙々）（2・2・40）   肝・舳・忍戸・（。ゐ）洲・乃）
              ×／δη（f角）一η長（fゐ）十δ，〕（亙乃）一！（’〕（亙ゐ）一！／
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をみたすヴ（κ）を見出して適用することが第1推定方式を有効にすることになる．但しこの場
合δ（κ），η（κ），ヴ（κ）は一般にκの関数であるから，定弾性値の場合と異なり，より詳細た分析
が必要となろう．例としてパレート，ジブラ両所得分布と並び代表的なものとされるアモロー
ソ（一般化ガンマ）分布を取り上げてみよう．註7）この分布は例外的に線形回帰構造を示すもの
であるが，一一般的には，次式に示すような変動弾力性構造をもっている．すたわち
                   α一1（2242）    ル）＝伽 。。P（一κ11），κ≧0，α，ゐ＞O                ・（ん÷1）
（2．2．43）
（2．2，44）
∫（’〕（κ）＝α一1一α伽m
出ノ汁）什÷，十；）
で得られる．
 従って沢（κ）としてはκ肋に関する多項式を用いるのが望ましいことにたる．（第2．2図参
照）その場合分布のパラメータ及びパラメータ間の関係によっては，その多項式は単項式の巾
関数でよく近似されることもあり得よう．
 又R（κ）の弾力性係数η（κ）は
蝸 炸一㍉㌣↓茸）
               aFであり上式の第二項の分子をκ  と略記すれば               aκ
（2，2．46） 呼一命（！・古）・（去・古・・，÷・1，甘）
  一αチ牛／・（÷・女÷，讐）
   ・÷・（÷・女÷・1，讐）／
 （i） ん＝0．5，α：1．5，β二＝3．0
沢（κ）
2．4
 （ii）ん＝O．5，α二1．5，お＝O．75
R（π）
2．4
1．6 1．6
0．8 0．8
0．O
0，00    0．80
0．0
   2 40κ            0，00     0，80     1．60     2 40κ
第2．2図アモローソ分布の回帰関数
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と表わせるから結局
（2．2，47） 炸一一）斗江十事）…
、んρ㌦パ（÷・去，÷・1，讐）
β（1■ρん）・（÷・左，÷，続
（2．2．48） ｛叫・みト十‡斗1：1拳1
一㌦∵ξ）／l
とたる．
（2．2．49）
故に又
州炸C・みド㍑千1：割」
が得られる．（第2．3図参照、）
 以上の結果から，η（κ）の性格を事前に又は標本をもとに推定して，μツについての推定精度を
たかめることは，一般に定弾力性構造の集団より逢かに複雑になると予想される．然し乍ら変
動弾力性構造の集団であっても，適当な層別を行うことによって，各層内を近似的に定弾力的
とすることも可能であろう．又それは，パレート分布による何等かの近似，分解，合成，混合
或は極限等として表現され得る場合も考えられる．もしそのようた関係が見出されるならば，本
節及び第3，4節で示されるパレート母集団に対する有意選出法の解析的結果を活用する途が
拓かれるであろう．それによって有意選出法は多様な方式を獲得し，その発展の方向を見出す
ことになるであろう．
（i） ゐ＝O．5，α＝1．5，β＝3，0
η
2，00
1．33
O．67
0．00
（ii）乃＝！．5，α＝1．5，β＝0．75
η
2．00
1．33
O．67
O．00    0．80
0．OO
！．60     2．40κ           0，00     0，80     1，60     2．40Iκ
 第2．3図回帰関数の弾力性係数
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 2．3．推定方式の改良とロハストネス
 母平均に対する有意選出法に基づく第2推定方式場は，第1推定方式γ。に卯、をその補正
項として加えることによって得られる．すたわち
 （2．3．1）     ・    γ・＝K＋eア。
である．この形式は既に前節で述べたように一般的には夕1，…，九の線形推定量ではない．
 我々はその一般論を展開することに先立って，パレート分布を母集団分布と想定して理論的
実験を試みることにしよう．以下に於いては母集由をマルディアのパレート第II型分布
                                        1舳・い小αト、考）”1（州㍉［仏斗（州1
                    κ＞α＞0，ツ〉ろ＞O；力＞1，σ＞1，O＜α＜1
               ＝O
                    κ≦o 又は y≦ろ；力＞1，σ＞1，0＜α＜1
に従うものとして，第1節でのべた方式でコントローノレκを用いて有意選出し，yの平均μツを
γ。によって規定することを考える．この場合母平均μツは
                     ＿肋 （2．3．3）                         μツ■                       σ一1
と与えられる．詩8）
 今（2．3，2）式に於いてαは〃間の対数モメント相関係数であり，ツのκに関する回帰関数
R（κ）は
（…）   舳一州κ）一、、告、（舌）η
ここで
                      力α （235）           η＝   ＜力                     α一1＋α
である事が知られているから，その近似的回帰関数R（κ）を
 （2．3．6）         R（κ）＝アが；ア＞0，ヴ＜力
とすることが出来る．このとき
（2．3．7） μ1寸戸（κ）ル）・κ
一寸、黒ユ・／
                   ＿タ切矛                   一   ～＜oo                    力一η
となるから（2．1．3）式で定義されるγ（κ），W（κ）は存在し，それぞれ
                              ク（q一ユ〕（・・…）   γ（κ）一！一（舌）1イ，W（κ）一1一（舌）■所
となる．
（2．3．9）
これにより又（2．1．4）式で定義されるφ（γ）は
                      釧q－1） 1           η7＝φ（γ）＝1一（1一γ）g－1＋α可
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となる．従って容易に
（2．3．10）
（2．3．11）
    力（σ一1） 1    如一1）1φ’（γ）＝          ＿（1一γ）q一・十α可’1
    σ一！一トα力一η
φ”（γ）一一 i証力≒1㌍■カ÷l／（1一γ）㍑古一・
（卿  1・（γ）一片÷≒1多刊力≒一11／片｛ま力÷・／
                    列9－1〕 1                x（1一γ）所力＿方一3
が得られる．
 以上の結果から（2．1．24），（2．1．26）を考察すると有意選出法に基づく第1推定量Kは
             一 1  肋α   1  々    如一1〕 1 （2313）     γ1＝一     Σ（1一〃）。一1・αアアー1               后σ一1＋α力一ヴ乃一1
とたる．これが（2．1．26）式と一致することは容易に示すことが出来る．又η、は同様にして
                々（・・1・） ・F。宕。・蒼、φ”（・・）
一、㍍、竺！岸ま力≒／㌍■力≒一11
・／片÷十・／倉（1一・）肥育1古一・
とたる．
 第2推定方式は勿論（2．3．ユ3）及び（2．3．14）式の右辺の和で与えられる．
 第2．4図は（2．3．2）式に於いでる二1，又対数相関係数αが0．5と0．9の場合について示した．又
抽出クラスは々二10に限定した．その結果図のように第2推定方式は実線の示すように
 （2．3．15）            η≦ヴ＜力
の区間で殆ど完全に近い推定を示すのである．このことは，ヴが必ずしもηをよく近似する必
要はなく単に補助変量κの属性であるパレート係数力とηの間にとれぼよいことを示してい
る．つまり（2．3．6）式によるκ（κ）に比例した有意選出法に関して第2推定方式が理想的た頑健
性をもつことを意味する．しかもこの推定方式はヵやαの大小にはあまり影響されず，又その
変化にも影響されない．但し力が1に近くなるとηと力の値が接近するから，ヴを1とすべき
かが微妙である．
 有効性の強い推定量がんの属性のみで決定されているということは極めて重要である．つま
りその場合は調査項目の几でに対して有効でありうるからである．第2．4図をみれば最大有効
性はこの場合大した意味をもたたいことが理解されるであろう．有意選出法は少くとも頑健性
に関しては有望性に富んだ方法なのである．
 以上のグラフによって得られる結果を解析的に検討してみよう．まず次式に示されるλを導
入する．すなわち
                     力一ヴ （2316）           λ＝  ，ヴ≠力                     力一η
とす・る．この場合（2，3．5）式から容易に
                       力（σ一1） （2．3．17）           力一η＝                       σ一1＋α
ユ88
 （i）々＝10，力＝σ＝1．5の場合
γ1，乃350
325
μ300
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γ1，乃350
μ卸300
   000 050  1．00
        η
（ii）々＝10，力＝ド2．Oの場合
γ1，乃250
μ200
1，50  2．00
ρ
矛
0．O0   0，50   1，00   1，50   2．00
     η   ρ
巧，乃250
μ型200
       η
（iii）冶＝10，ヵ＝1．5，σ＝2．0の場合
〕‘1， ｝う2．50
2．25
μψ2．00
1．75
  ユ．50
      η       ρ
（iv）々＝10，力＝2．O，q＝1．5の場合
200
ρ
α＝0．5
 一D‘’’ @l@ lI@ @ －I@ l@ l@ Il@ ，
、
、lll一
矛
O．00 0，50 1．00■I 1，50’ 2．00
I貢，乃350
325
μ卸300
0．00  050            200
     η      ρ
γ1，乃250
μ砂200
275
250
矛
0，00   0，50   1，00   1，50   2．00
    η     ρ
γユ，乃350
μ300型
弓
    0，00   0，50   1，00   1，50   2，00                    0．OO   O，50   1，00   1，50   2．OO
         η     ρ                  η   ρ
第2．4図 パレート母集団に対する第2推定方式の有効性（実線は第2推定方式γ。を点線は第1推
    定方式γを示す）
標本調査論の再検討 189
が得られるから，（2．3．14）式は（2．3．3），（2．3．5），（2．3．16），（2．3．17）の諸式を用いて容易に
（2．3．18） ・F赤÷（÷一1）（÷一・）倉（1一・乃）ザ・
と表わされる．今γん，〃の構成を考えると后が充分大ならば，
（2319）    0・λ・⊥すたわち力十η・ヴ・力                  2        2
の範囲では
（2．3．20） ね（11ん）ザ・一∫’（・一γ）ザ・・γ・・（÷）
       一11・・（÷）
        丁2
となるから相対誤差γテ、は
（…1）   1公一芸1－4壮÷（÷一1）・・（去）
とたる．従ってこの場合第1推定方式γ1はλが小である程，精度の低いものとたる．それは又
やや過少た推定値を与える．
 従って此の場合は第2推定方式としてμツをγ。として（2．3．1）をといた形式
（・…） ト列1－4÷，。÷（÷一1）1一・／1・4．ま，肝÷（÷一1）／
を用いたければならたい．普通の最後の形式はμツを単にγ1で置換えた形式に等しい．他方，λ
のその他の範囲すなわち
                          1 （2，3．23）             λ＜O 及び λ≧T
に対しては
                            1（・．・、・・）  去倉（1一・乃）ザ・一点倉（2家1）丁3一・（・→）
となる．
 従って第1推定方式γ1は
 （2．3．25）      λ＜O及びλ≧1すたわち ヴ＞力 及び ヴ＜η
のとき，eテ、の値が極めて大きいから，此の場合も第2推定方式も用いねばならない．一方
（2．3．26） ÷・／・1すなわち1・ヴ・力去η
の範囲では図の（iv）α＝0．5を除き第2．5図に示すような比較的小さな誤差が生ずる。結局
（2．3．26）以外の範囲では，第2推定方式γ・を用いなければたらたい．
 この場合第2推定方式は
                                 ユ（・．・珊 正一八／1・4．ま，。1÷（÷一1）（÷一・）倉（2景1）丁31
である．
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では（2．3．22）又は（2．3，27）によった場合の誤差η、はどうたるであろうか．まず（2．3．12）式か
ら容易に
（・…）1㈹（γ）一煌ｧ力≒1岸ま力≒一1／／多年÷≒一・／
・／㌍証力≒一・／／㌍■力≒一・／（1イ肝汁・
が得られる．従ってe亨、は（2．3．16）式を用いて
（2329）@昨1島、倉φ“）
一1赤・÷（÷一1）（÷一・）（十・）（÷一・）ゑ（1一・1）十・
と表わされる．ここで（2．3．18）式に対して行ったような考察を加えると
（2330）    O・λ・ユすたわち3力十η・ヴ・力                 4        4
に対しては
（・洲  1ち十一16．1一、廿1）（÷一・）（÷一・）・・（去）
となる．従ってこの場合ア。はλが0に近い程精度が悪い．又一般に過小な推定量を与える．他
方
                          1 （2．3．32）            λ＜0及びλ≧T
の範囲では
                           1（・．・、・・）  去倉（1一・1）ザ・一÷倉（2景1）丁5一・（・→）
とたる．
 一般に第2推定方式は（2．3．15）の範囲では第2．4図が示すように可成りの精度が期待出来る．
  1特に一≦λ＜1に於いて頑健であるから，ヴを弾性値ηよりパレート係数力に近くとればよい  4
ということを示している．
 又それは（2．3．29）式によって理解されるように
                    1 1 1 （2．3．34）           λ＝一一一1                    4’3’2’
の各点を境として交互に過小，過大の推定値を与える．第2推定方式は（2．3．22）及び（2．3．27）式
にみるようにλについての推定を含むものである．それは又その誤差の評価に関してもいえ
る．
 λの推定が調査後に平均値の第1推定方式と並行して行える事は次節に示される．従って調
査企画時に確認されるべき条件は
 （2．3．35）            η≦ヴ
         2である・前節でω＝Tとすればηについての何等の予備知識を必要とせすに（2・2・31）式が示す
標本調査論の再検討 191
γテ，
O．0150
0．O1OO
0．0050
0．0000
0．O0 0，25  0，50    0，75    1．00λ
一〇．0050
一0．0100
  一〇．0150
第2．5図 第2推定方式による誤差の係数（冶＝10）
一定の精度を与える汎用的たヴが得られることを示したが，そのようたヴが更に（2．3．35）式の
条件を充たすたらぼそれは極めて推計に適したものといえる．その条件は（2．3．5）式により
                      α   2 （2336）               く一                    σ一1＋α一3
が成立することである．
 ここでは更に別た実用的方式を示すことにしよう．それは
 （2．3．37）             ヴニ1
とすることである．この場合の選出方法は，κに単純に比例して行うことにたるから，力につい
ての予備知識も必要とせずに簡易化される．又次章でのべるように経験的資料によって（2．3．37）
が（2．3．35）を保障する場合を示すことが出来る．
 2．4．有意標本に基づく統計的推論
 第1推定方式の誤差e71又は第2推定方式を考察すると，そこに含まれる未知母数はη（κ）
又はδ（κ）に関係するものである．従って平均値推定の問題は必然的に弾性値の推定を初めと
して一般にR（κ）の特性量に関する統計的推論の方向に発展する．
 そこでまず回帰適合曲線に立戻って，この曲線の基本的特性として適合度Fに着目しよう．
Fは此の曲線の適合面積をλとすればF＝2λで規定されるものであった．今有意標本に関し
て次の定義を与えることにしよう．
定義2．1rγ灰座標平面に於いて原点と々個の点
     （与差111111）一（考），一川町ト肱）
を順次に結ぶ折線グラフをφ’（γ）の標本相関曲線とする．この時この折線と均等線π＝γに
よって囲まれる面積をんとすると
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         一   ∠ψ（241）  ん一11 ・           4丁男φ’（・・）
         一  1 々 尾         ∠1＝ア昌蒼、｛…（い）／（φ’（・1）一φ’（・1））
である．更にFψは2λψを与えるものとする」詩9）
 以上の定義によって容易に次の関係が得られる．
 定理2．1 「母回帰適合面積λはんと次の関係にある．
（・・螂   ÷一λ一（÷一λ1）ナ・1λ・・（去）
ここでελは第1節の記号を使うと
                乃一1
（州 @・一。刈竿）一・・（・）／
          一、片倉／滋麦1ζ：1船1）／lη（元・）・舳
            一出）一11一・緒；船1）〕
である．」
 証明
 （2．4．4）
第2．1図をもとにしてλを表現し，φ（γ）にテイラー展開を適用すると
λ一?黶轣fφ（γ）・γ
一÷一ゑ∫∴φ（γ）・γ
一÷一倉∬／l（・狗）・（γ一・ゐ）φ・（・ゐ）・（γテ，oん戸φ・（・免）
  ・（γ…，o危戸φ・（・1）・・（÷）／〃
一ザ倉1φ（麦ん）・。，（1。）・1・（・ん）・・（去）／
φ（o乃）に更にテイラー展開を適用すると
（・・…） φ（・1）一ゴ1・（γ）・γ一打二φ’（γ）〃・∫1二φ’（γ）〃
            一言∬／舳・（γ1・）φ・（・・）・（㌃，”・戸φ・（・・）
             ・‘千戸φω（・・）・・（去）／・γ
             ・∫ll／φ仙）・（γ1カ）φ・（・1）・（γテ，oわ戸φ・（・ん）
             ・（γ…，oん）31ω（・ん）・・（去）／
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一冒／φ’㌢三）・3、（1。戸φ一（・・）・・（÷）／
・φO1店）一忠！・・（÷）
従ってλは結局
 （2．4．6） λ一?齡ｨ／暑／1’（・！）・φ壬，（着）・・（去）／
  ・φ’㌢々）一φ缶・）・・（÷）〕
  一。、｝φ”（・・）・・（去）
一÷一続／暑φ仙）・φ’9・）／
  一点倉／暑φl！l・L午）・φ｛1角）／・・（去）
ここで
（・・…）  λ・一一ね／冒／・（・・）・φ’宇）／／倉舳
となる事を考慮すると（2．1．24），（2．1．26）式から（2．4．2），（2．4．3）式の成立が証明される．（証明子）
従って特に定弾力性係数が存在する場合ヴ（κ）も固定して
（2．4．8）                η（κ）＝η，ヴ（κ）＝ヴ，δ（κ）＝δ
とすれば次の系が得られる．
 系2．1r定弾力性構造をもつ集団からの有意選出に於いてヴ（κ）を（2．4，8）式のように，固定
すれば，次の関係が成立する．
（・州  ÷十（÷一λ1）云・4㍑倉／点貴
              ・、麦。1（、、）／l一舳一1／一・景、。1れ）〕
              ・・（去）」
従ってδが充分小とたるようにヴを選択するならば，γ1はμツのよい推定値となるからλ
とん故にFとFψは接近する．
更に例題としてパレート分布を取上げてみよう．
 例題1
を仮定する
 （2．4．10）
r目的変量ツと補助変量κとの問にマルディアの第2種2変量パレート分布の成立
 この時（2．3．11），（2．3，12）の各氏に（2．3．5）式のηを適用して
φ・（γ）一一 ｽ三多1云十1／（・一γ）号一・
φ・（γ）一多三多／多三多一1／／云三多一・／（1一γ）持一・
 ユ94
が得られる．
 （2．4．11）
        統計数理 第34巻
従って更に（2．3．16）のλを用いると
第2号 1986
φ”（γ）一一 ?i÷一1）（1一γ）ザ・
1”（γ）一÷（÷一1）（÷一・）（1一γ）ザ・
とたる．従って定理2．1によって
山1・）一一㌣ヰ2宮（1一一）い・・卜・）一
とたる．
今λが（2．3．19）の範囲にあるとすれば（2．3．20）を用いて
（2．4．13） 、一
ｶ1）倉〔（ザ。）｛ザ（！－1）㍉1・・（÷）1・・（1一一）・〕
一生1）倉〔｛1一（1川＿）ト。。（÷）｝。・（1一”）い〕
一÷㌧1）倉｛1。（1一”ト。。（÷）｝
更に（2．3．20）の関係を各項に適用すると結局
（2．4．14） 鏡一一
p）｛1。∫（1一γ）・〃。。（去）｝
   ⊥
一一
Bみ・／…（÷）／
一一
S、㍑・・（÷）
従って
（・．・．1・）     l1一・（去）
である．
 他方λが（2．3．23）の範囲にあるとすれば（2．3，24）に準じて
（2．4．16） 一一
ｶ1）ヰ兆1）㍉・（守1）r
一÷（÷一求｡2）｛㍊、兆1）㌧倉（・井｝
             1         ＝0（々1■丁）
となる．
扱，次の定理はパレート母集団に対する有意選出法の有効性を端的に示すものである．
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 定理2．2 r例題1のパレート母集団からの第2章でのべ1こ有意標本によるツの母平均の第1
推性方式γ、による誤差。テ、及び第2推定方式γ。に含まれるλの1次近似λ1はμツとア1が
近い時
                    一   2 （2．4．17）                λ1二  ＿一1                      1－Fψ
で与えられる．又篶が有効である条件は
 （2．4．18）            一1＜F＜O
である．場として更に有効な推定量を得る為には，λIの代りに
                   一   2γ。 （2419）           λ。＝  一 一！                     （1－Fφ）γ1
を用いて，（2．3．22）式又（2．3，27）式のλに代入し，それを篶について解くことによって得られ
る．又yのκに関する弾力性係数の標本推定量ヴ1，ヴ。は
                 力一ヴ＿  ！－Fψ             ヴ1二力一 一一力一 一（力一ヴ）                 λ工   ！＋Fφ （2．4．20）           一     一                 力一η   （1－Fφ）γ1             ヴ。＝力一 一＝力一    一 （力一ヴ）                 λ。  2γゲ（1－F抄）γユ
である．以上における諸精度は例題1のε月によって決定される．」
証明 例題1のパレート母集団に於いては（2．3．9）及び（2．3．16），（2．3．17）により
                          1 （2．4．21）          π＝1一（1一γ）7
であるから容易に
（2．4．22） ・一1一・∫’附÷1
                         一ア1が得られる．定理2．1により2ε■の精度で1－Fは（1－Fφ） で推定されるから
                          μJ・
                   λ一1   一 γ1（2・4・23）      λ。1二（1■凡）7
となり，これにより（2．4，17）式及び（2．4．19）式が得られる．又（2．3．15），（2．3．16）を考慮すれば容易
に（2．4．18）及び（2．4．ユO）が得られる．（証明子）
 定理2．3で与えられたλ1，λ。を第1及び第2推定量K，γ。及びその誤差卯、，σ、に含まれ
るλの代わりに用いることによってパレート母集団の平均値の有意標本による推定方式は完
成される．又選出方法の適否は既存データにより（2．4．9）を確認すればよい．Fやηも定理2，1～
2により推定されるからパレート母集団を中心とした有意標本による統計推論の形成はその骨
格を得たものといえよう．残された課題は寧ろ補助変量κの解析であり，それは神論に於いて
集団構造の解析として取扱われる．
 更に次の定理はジブラ母集団に対する有意標本の有効性を示すものである．
定理2．3 「（2．2．39）式に示すジブラ母集団の第1推定量の誤差に含まれるδは次式δ1，δ。に
より推定される．
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ト少一1（1手），ト知一1／1一舟（1一＾）／
従って又弾力性係数ηは次式のヴ1，ヴ。により推定される．
（2．4．25） 向・岳⑫上1（1手），わ一ヴ・4の一11！－2㌢（1一・）／
以上の推定精度は補助定理2．2のελによって与えられる．」
証明 ジブラ母集団に対しては容易に
（2．4．26） ・一・の（肯）一
が得られる．従って（2．4．9）に於てμツをそれぞれγ1およびγ・とすれば（2．4．24）が得られる．更
に（2．1．32）を適用すれば（2．4．25）が得られる．（証明子）
 定理2．3の8を（2．2．39）式に代入すれば，ジブラ母集団の第1・推定方式の誤差の推定量打1
が得られる．それは又第2推定量γ。の推定量γ。
 （2．4．27）           篶＝K＋σ7。
を与える．従って，ジブラ母集団に対しても有意標本による推定が可能とたる．
 以上の二つの定理は定弾力性をもった構造に対する有意選出法の有効性を示すものといえ
る．燃しそのことは変動弾力性をもつ集団構造に対して有意選出法が無効だという事を意味し
ない．そのような集団構造の解析の手掛りは，さきに筆者が見出した弾力性ベクトルe（κ）が与
えてくれる．註ωこのベクトルは神論に示す相互依存関係の一つの表現として，ある種の構造
統計表から分布関数形に依存せずに一定の操作によって導かれる．本来経済学の領域で見出さ
れた弾力性概念はそこでは一定に統計的形式の下で表現されている．e（κ）によって予想される
δ（κ）の性質は，新しい分布関数を導くことも可能とする．然し此等は凡て本稿の主題を離れた
将来の課題と考えてよいであろう．
 本稿にとって重要た事は任意抽出法にとっては非線形回帰構造は，従来殆ど不毛な領域に属
していたということであり，統一理論の超母集団概念によっても積極的た対策を得ていたいと
いうことである．そして第1章の抽出企画にしてもその適用範囲は極めて制限されたもので
あった．本章によって，有意選出法は本来非線形回帰構造に適するものであり，弾力性概念を
媒介として現実に接近する方向を与えるものだといってよいであろう．
註！）回帰適合曲線は後掲田口（1984）で詳論する比率曲線の一般化である．その一般的理論は同書で与
  えた解析的集団の公理系に遡って展開することが出来る．その意味で此の曲線は，ジー二の統計解析方
  法の発展上に位置する．
註2） メディアールについては，後掲田口（1984）p．64参照．
註3）次の6．で説明するように〃は任意抽出法でいう「偏り」にあたるものかも知れたい．その場合標本
  数を増すと后も大になるから戸はr一致性」をもつといえる．
  然し「繰り返し操作可能」を前提としない有意抽出法の立場では，精度は分割数を増せばよくなるの
  であり，その速度が測定可能であるというだけで充分である．
註4）二変量のパレート第I型分布については田口（1984）参照．
註5）二変量のパレート第II型分布及びジブラ分布については田1コ（1984）参照．
註6）H．A．Simon‘Onac1assofskewdistributionfunctions’，Biometrika，Vo1．42．1955，4ユ！－425．
註7）アモローソ分布については田口（1984）参照．いうまでもないことであるが，この分布は例外的にの
  みガンマ分布として線形回帰構造を示すもので，一般的には変動弾力性の回帰構造をもつ．
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註8）註5）参照．
註9）相関曲線については田口（1984）pp，123－125参照．
註10）田口（1984）pp，138－145参照．
 3．有意選出法の一般化理論の意義
 3．1．有意選出法と任意抽出法をめぐる論争の回想
 前節に於いて経済統計調査に対して有望と思われる方法として定弾性値ηの存在を予想し，
それに対する近似値ヴを求めて（2．2．19）による選出法によって生ずる誤差を検討した．この場
合に
 （3．1）             ヴー0
とすれぱそれはκの順位による等間隔系統選出法に接近する．序論でのべたジー二及びガル
ヴァー二（1929）の有意選出法は，起点の選出が恣意的であるがほぽ（3．1）の極限状態にあたる
ものと考えてよい．従ってジー二及びガルヴァー二は標本選出の段階では何等回帰関係の成立
を予想し，又は適用を予定していなかったといってよい．然し彼等は母平均の推定に当っては
同時線形回帰モデルを想定しているのである．この矛盾がいわゆる「ジー二の失敗」（伊藤
（！926））を招いたといえる．もし選出に際してもその同じ同時線形回帰式を用いて
 （3．2）              ヴ＝1
としてκの規模に比例した選出を行ったたらば，多分結果はもっとよくなったであろうし，第
2推定方式を用いたたらば更に精度は向上したであろう．勿論，ジー二自身が結論しているよう
に「代表法は相対的概念である．」註1）から凡ての特性については期待出来ないかもしれない．
ジー二が報告した1929年は将に大恐慌の時期であり，イタリアの内外をめぐるその後の政治・
経済情勢の変化は彼等にそれ以上の方法論研究を許さたかったかもしれない．この選出法は他
方に於いてネイマンが唯一の方法と主張した層化任意抽出法ではない．誌2）何故ならば，ネイマ
ンによるとコントロール値を等しくする個体は層を形成するが，その場合この方法は層の一部
を選出するものであり，更に選出された層内の個体は全数標本とするからである．これは各層
から標本をとるという層化任意抽出法の一般的規定に反する．註3）燃し，この選出法は有意選出
法の規定に抵触しないし，（3．ユ）の条件の下でジー二の方法を含むと考えてよい．例えば企業抽
出に際して資本金額或いは従業員数が補助変量としてよく用いられるが，此等の値を等しくす
る個体はその有効桁数のとり方にもよるが，産業別にみると多くは数社に限られる．資本金額
4億円以上の企業を10クラスに分けて選出した時に資本金の上位二桁を同じくする企業数は
凡て10杜以下であり1及至3社が普通であり，又上位の大半のクラスは1社であった．更に最
上位のクラスは1社が2又は3クラスの標本となりうるのでそのような場合は，全数調査部分
としてそれを別枠とし，その他のクラスを再構成することが出来る．それによって標本数は，概
ね当初のクラスの数后を大巾に上回るものとはならない．各クラス内でその資本金の和のシェ
アがクラス全体の！割を占める程度に隣接した企業を加えても標本数は下位に於いてたかだか
2倍程度となるにすぎない．これは将にネイマンが与えた任意抽出法が実施出来たい場合にあ
たる．舳勿論下にOが長く続く歯切れのよい資本金額については慣習上若干多くの企業が数
えられるといった例外的た事情は存在する．此等のデータ解析の結果は本稿の続篇で示すが，何
れにしてもネイマンが層内抽出を必要とする程ではたく寧ろ全数標本とする方が前提とした回
帰関数の構成からみて妥当性をもっている．然もこの場合の選出対象はネイマンの好む個体で
あり，調査区と違って勝手に組替えを許すような性質のものではたい．
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 結局ジー二及びガルヴァー二の有意選出法は現実性があり若干の欠陥はあるが改善し得るも
のであり，ネイマンの批判にこそ独断があったとさえいえるのである．勿論このことはジー二，
ガルヴァー二に疑間がたいというのではたい．有意選出法の解析に分散や最小二乗回帰方式を
持込むことは，当時それに代るべき手法をもたたかったとはいえ，そもそも混乱に導くのであ
る．又例えば，彼の論文（Gini，Ga1vani（1929））のpp．30－32にまたがる脚註（1）にのべられ
る分散の計算や分散についての彼等独自の「対称性」の見解は，理解し難いものがある．又p．31
の本文に示されるようた多項式近似的な非線形関係の例にしても弾力性概念に至らない未熟さ
が感じとれる．然し彼等は自ら線形モデルや比率の安定性に関する仮定をあくまで彼等の実験
的た選出法によって得られたデータを解析する’為の手掛りとして用いることを自覚しており，
従ってそれが彼等の基本的な結論を誤った方帥こ導くものではなかった．彼等は又任意抽出法
であれ有意選出法であれ限られた標本数の中で凡ての母数について代表的た標本を得ることは
不可能なこと，例え特性を母平均の代表に限定しても，それが凡ての種類に亙ることは出来な
いだろうと結論した．詩5）勿論第2章で示したように理論的にはパレート母集団を前提とした
時，絶対的代表標本に近いものが得られるが，それは必ずしも現実的とはいえない．
 かくして彼等は或意味で正当た結論に達したのであるが，弾力性概念に至らなかった為に，そ
れ以上に具体的た結論を示すことが出来なかった．然し彼等の結論は第1章，第2章の分析を
経た今日の我々からみると，弾性値による定量的分類の観点に導くことを暗示しているように
思われる．それは外面的にはつまり選出対象となる母集団については第1．1～3表に示したよう
だ弾性値による産業分類の方向を示唆するものであり，又内面的にはつまり調査特性について
は第1．3～4図のようだ弾性値による項目分類を必要なものとするのである．
 このようた弾性値解析によって定量的な分類が行われ，それが定性的にみても根拠がある場
合は，ある産業群のある項目類に対して代表的な標本を選出することが可成り一般的に可能と
なる．更に第1．5図のようだ同一分類項目内にあってもδη（κ）やδ9）（κ）を通して階層によって
弾性値が著しく変化することが認められ，それが大企業と中小企業或は多重構造による差を反
映していると思われる時は，弾力性係数は階層の分類に対しても一定の役割を果たすものとな
り，階層別代表標本を選出する基準とすることが出来る．その際，全体的弾力性係数と，それ
に基づいて構成される回帰適合曲線の解析を通して，対象に則した階層基準を具体的に決定す
ることが可能である．つまり全体的弾力性係数を定弾力性係数としてもつような近似的回帰曲
線R（κ）を用いて第2．1図のようだ回帰適合曲線を構成した場合，この曲線が単一の変曲点を
もつならば，第2章第1節の3でのべた理由により，この点に対応する規模κをもって，大小
の規模階層の分点とすればよい．
 扱，以上は将に相対的代表性を前提とした階層構成例であるが，その各階層は更に，一定の
変動巾の下で特定の弾性値を層の代表値とすることが出来る．
 結論として，我々はこれまで述べてきたところにより，一連の解析手続きや調査設計，誤差
評価を含む集計の全般に亙って，弾力性概念がいかに統計解析上基本的な役割を果たすもので
あるかを知ることが出来た．弾力性統計学の定立は，いまや不可避のようにみえる．それは弾
力性経済学や規模の経済学等に隣接し，密接に関連することによって，そこに提起される様々
な計量モデルを検討し，実証する手段を講ずることが出来よう．
 ところで絶対的代表性から相対的代表性への移行は，前章第1節にのべたように回帰適合曲
線に関するテイラー展開第1項として導かれた第1推定方式，すなわち（2．1．26）式で示される
比推定形式を前提とする限り必然的と思われるが，これは絶対的代表性概念の存続を全く否定
し去ることではない．パレート母集団の場合，第2推定方式をとることによって絶対的代表標
本に近いものが得られることは既にのべたが，ここではそれを除外することにしよう．その場
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合絶対的代表性の追求は代表法を再び典型調査に転化させる可能性をもっている．次節でそれ
を解明することにする．
 3．2．有意選出法による接近と典型調査の可能1性
 既に第i章の後半で述べたように不等確率抽出法は，調査項目が多数にわたる時，一様最少
分散をみだすものはGodambeの示すように有効サンプルが一致するか又は互いに素なもので
あった．一致の条件は有意標本を意味し，素の条件は序論にのべたキェールやジェソセソの規
定に照して典型標本を意味すると考えられる．舳
 有意選出法に於いても，几での調査項目についての誤差を適度に抑制する効果的な形式は，第
1次推定方式の下では一般的には困難であることは，既に前節に於いてジー二の相対的代表性
に関連してのべたところである．実際に前章第2節＜3＞でのべたように各項目毎にκに関する
定弾性値ηf；ゴ＝1，2，…，mが予想される場合であってもηゴは一般的に互に相異なることが
データ解析によって示されるのであり，その結果η｛のうちで選出法に用いた近似的回帰関数の
もつ定弾性値ヴとの差δη、が大きいもの程一般的には誤差を増大させるからである．然し一方
で此等の弾性値は第1．4図で示されるように，概ねη＝1を中心として微少変動を示す（決して
η二〇近傍ではないことに注意）ことが多く，この点に注目すればR（κ）を単にκに比例する回
帰直線とすることによって概してよい精度が保障されるのである．そのことは規模比例確率抽
出法が，経済量の推定に於いて屡々層化任意抽出法よりもよい結果を与えるという事実にも符
合するのである．
 然し前章第2節＜4＞でのべた変動する弾力性係数をもつ一般の場合は，必然的に全体的弾性
値と局所的弾性値との関係の分析に発展する．もしe戸を構成するδη（κ）やδ㌻）（κ）がある規則
性を示す場合は，近似的回帰関数のモデル・チェンジが求められるし，逆に不規則性が認めら
れる場合は全体的弾性値を代表値とするランダムた変量として捉える必要が生ずるかもしれな
い．又複数の調査項目についての精度の一様性の追求は，更に各項目内及び項目間の全体及び
局所弾力性の関係の分析に拡大する必要を与えよう．その結果これまでの回帰モデルや構造モ
デルを大きく変えることにたるかも知れたい．其等についてのデータ解析は又本稿の続篇に予
定する課題である．
 扱，これまで述べたところにより有意選出法の立場に於いても，全調査特性についてよい精
度を保障することは一般的には困難であると考えてよい．然し凡ての調査特性の補助変量に関
する母集団における全体的弾性値が，互に相異なるものであっても，その各々が母集団のごく
限られた一部分における局所弾性値に一致性をみることは充分あり得ることである．例え局所
弾性値が変動する性質のものであっても，又それが偶然変動を含むものであってもそのことは
あり得ることである．その場合母集団のこの限られた部分を典型標本とし，全数調査すること
が出来る．これが有意選出法の立場からする典型調査の規定であり，キェールやジェソセソの
それに矛盾しない．又この規定は勿論統一理論よりも具体的である．
 キェールは序論で示したように本来典型調査のもつ局所性を嫌って代表法を提唱したのであ
るが，多数項目に亙る同時精密な調査という課題は，再び典型調査法を浮上させることにたる
のである．燃しここで示した典型調査はかつてのように主観的要素の強いものではたい．それ
は全体的弾性値をある部分における局所的弾性値がよく実現しているか否かを充分に検討し，
その保障の下で実施すべきことを要請しているのである．ともあれ我々は歴史の回帰性が，単
に代表法の内容に於いてのみたらず，典型調査にまで及ぶように思われてたらない．しかもこ
れまでに扱った調査特性とはそれが多項目に亙るものであったとしても専ら母平均に関する推
定に限定しているのであり，各項目問の相互関係を示すようだ複雑な特性については未だに取
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り上げる段階にないのである．
 ただある程度予想されることは，任意抽出法がモメント統計量，特に分散を中心としてそれ
なりの標本論を展開することが出来たのに対して，前章にのべた有意選出法は，今後集中統計
量言I三7）特に弾力性係数を中心として自己の標本論を展開するだろうということである．それは
前者が正規分布を基本として自己の小標本論を形成したのに対して，後者はパレート分布を基
本としてそれを達成するだろうという予想に連なる．
 3．3．世帯・企業に対する有意選出法の構想
 任意抽出法の一般化としての統一理論が抽象的・形式的であって・具体的た集団を扱う統計実
務に対して指導性に欠けることは既に第1，2章で指摘したが前章に示した有意抽出法の一般化
理論は，経験的事実に基づいて対象に則した具体的た選出方法を呈示することが出来る．我々
はそのことを前章第3節の結果をもとにして，まず世帯選出の場合について考察してみよう．
 ＜1＞世帯選出についての適用
 世帯を標本として選出し，家計簿調査を実施，その支出項目別の総計又は平均を推定する場
合を想定する．統計的家計分析に於いては，エンゲル曲線及びエンゲル弾力性の名でよく知ら
れているように，費目別消費支出川ゴ＝1，2，…，mの消費支出総額ツに関する回帰曲線とそ
の全体的弾力性係数ηゼ．ツが対象地域の世帯集団の基礎的特性として，推定の対象とされる．
 つまりエンゲル弾力性係数は一般的に
 （i） η＜0のとき劣等品
 （ii）0≦η＜！のとき必需品
 （iii） 1≦ηのとき贅沢品
といった具体的対応を示すことが認められているからである．詩8）実際に我国に於いても，総務
庁統計局の家計調査資料によって算定すると，第3．1表のようだ弾力性係数を得ることが出来
るのである．
 然し実際に世帯を抽出する際は所得を標識として階層を構成して抽出を行うのが通常であ
第3．1表支出に関するエンゲル弾力性係数註9）
  支出項目             光熱・ 家具・ 被服・ 保 健 交 通     教養・ その他の      食 料 住 居                    教 育計算種類     水道家事用品履き物医療通信  娯楽消費支出
最小二乗法に
よる推定
集中回帰法に
よる推定
0．5688  0．0308  0．5945   1．1799   1．4996  0．6588  0．9554  1．4901  1．2043   1．4853
0．5764  0．0129  0．5815   1．1742   ・1．4869  0．6554  0．9419  1．5718  1．2129   1．5091
第3．2表1か月平均年間収入に関するエンゲル弾力性係数註10）
支出項目 消 費 食 料 住 居 光熱・ 家具・ 被服・ 保 健 交 通教 育 教養・ その他の
計算種類 支 出 水 道 家事用品 履き物 医 療 通 信 娯 楽 消費支出
最小二乗法に O．5685 0．32560．0193 0．34250．6642 0．8434 0．3751O．5456 0．83130．6840O．8328
よる推定
集中回帰法に 0．5773O．3341 0．0075 O．33680 67 0．8539 O．3791 0．5447 0．9012O．6991018660
よる推定
ヴによる推定 0．5615 0．32550．0089O．3075O．6608 0．8538 0．3666 0．5490ユ、00780．71 50．8816
（局所弾力性係
数の加重平均）
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る．従って有意抽出法を前提とする場合に於いても，その選出法の確定に必要なのは，寧ろ項
目別消費支出ハの所得κに関する弾性値である．その結果は次の第3．2表に示すように一般的
に
 （3．3）             η｛．κ＜1
が成り立つことを知るのである．
 従って前章第2節及び第3節で解析した処によって，世帯の所得分布がパラメータ（α，力）を
もつパレート分布に従い，更に費目別支出ルとの同時分布が多変量パレート分布に従うものと
想定出来る場合は
 （3．4）              ヴ＝1
として選出を行い，（2．3．18）に示す補正項を加えた第2推定方式が各ルについてよい推定結果
を示すであろうことは，第2．5図によって例えるのである．このことは，有意選出法の立場でも
所得κに比例した選出を行い，所得を分母とする比推定形式を第1推定方式とすることを意味
し，その補正項に独自性が示されることになる．
 もっとも所得分布をパレート分布がよく適合するという説には異論もあり，その場合は第3．1
図，第3．2図のようにジブラ分布の適合性が高いことから，補正項として（2．2．39）式でヴ＝1と
した式を用いることになる．定弾性値をもつという仮定は，第3．3図によって或程度理解されよ
う．詩川ジブラ分布では又ヴ＝O．5も考えられる．又パレート母集団について力についての情報
やηについての情報が追加されるたらば既に前章で解析したように，高度た推定も行えるので
ある．勿論，以上をもって統計調査や統計解析の諸問題が尽くされる訳ではたい．然し少くと
も本稿は任意抽出法を基本とせねばたらたいという観念に対する一つの問題提起を意味してい
る．
 ＜2＞企業選出についての適用
 法人企業を標本として選出し，法人企業統計調査にみられるようた企業資産，負債及び資本
構成等の各構成項目についての総額又は平均を推定する場合を想定する．この場合従来よく用
いられる方法は資本金κを層化基準及び規模比例抽出法における補助変量とすることである．
その場合κと各調査項目川～＝1，2，…，mとの同時分布つまり（κ，y1，ツ。，…，y。）の分布は
×10－6   ル）一1．1．6工汁（㌣ll，1866）2／ノ、 ユ∪∫（κ
O．28
ル） 1．6工…／一（log〒ll，1866）2／
C，24 μ＝15．1866
0．20 σ＝0．4311
0．16
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O．08
O．04
O．OO κ
OlOO．00200．0030．O O．00500．00600．00700．00800．00900．OOlOOO．OO 0001000020 0300㏄40 0コ000 6 0 700 08 00090000100000
                ×10j      年間収川田）
第311図 経験的分布に対するジブラ分布の
    適合舳／
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（O，エ）
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入
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第3，2図 経験的ローレンツ曲線に対するジ
    ブラ分布の適合註12j
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                    ×104         年間収入
 第3．3図 年間収入と消費支出の関係註13）
＜1＞で取り上げた所得・消費支出分布よりも逢かにパレート多変量分布に近いことが知られて
いる．この場合，各資産・負債等項目の資本金に関する弾力性係数η｛．κは各産業につき殆ど凡
ての主要項目について1より小であり，1を超える場合も極めて1に近い事が認められる．註14）
 従って此の場合は，前例にもまして資本金に比例した有意選出を行い，資本金を分母とする
比推定形式をもとにして補正を加える第2推定方式が優れていると思われる．この場合，κとし
て従業員数を用いたとしても適用の条件は満たされている．燃しこれ以上の細論は本稿では避
けることにしよう．ただ企業選出に際しては，コブ・ダグラス型の生産関数あ近似的成立も予
想され得るから，今後多変量補助量による有意選出法の適用が有望と思われることを付記して
おく．
 34．任意抽出法の再吟味とゼロ弾．性値
 自然科学的事実は，屡々実験により再現される性質をもつものであるから，ランダム・サン
プリングの前提とたる「繰返し調査の可能性」は抵抗が少いかもしれたい．しかしそれとても
確認さるべき事実の性格によっては再現可能な期問が限定されるであろう．社会現象について
は，特に傾向的変化を伴うから，このような「繰返し可能性」は現実的でたいとして有意選出
法が主張されることが多かった．この従来の論点は決して消滅した訳ではたいが，ここでは敢
えて取り上げ辛い．
 扱，角度を変えてこれまで展開してきた有意選出法の一般化理論の立場では，任意抽出法は
どのように位置づけられるであろうか．まず単純任意抽出法によって得られた標本をもとにし
て母平均を推定する場合を取り上げてみよう．この場合の推定方式は標本平均である．
 この方式を第1推定方式とする有意選出法は，凡てのκに対して
 （3．5）            η長（κ）≒0
となる場合であり，これは等間隔系統選出を意味する．又この場合の推定誤差は（2．ユ．38）式に於
し・て
（3．6）
（3．7）
（3．8）
とおけば得られる．従って
（3．9）
 標本調査論の再検討
  ．沢（κ）＝μ長＝定数
δη（κ）＝η（κ）   δジ〕（κ）＝η臭〕（κ）
o（κ）＝∫（κ） o（’〕（κ）＝∫（’）（κ）
・lrま，が倉肌）、紙）／1（元乃）・1・（元乃）一∫／〕（＾）一1／
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となる．この場合第1推定方式が有効である為には，回帰関係の弾性値η月（κ）自体が常にOに
近い場合である．すなわち母集団が完全非弾力的状態
 （3．10）            η月（κ）＝0
に近いことが必要である．これは回帰関数が定数とたることを意味し，ストガズチックな表現
によると無相関の状態にあることを示している．
 このような場合凡そκは補助変量として用いる意味は全くなく従って将に任意抽出法の適
用対象といえよう．
  第3．3表売上高の資本金による推定（1981年資本金4億円以上の企業について）
λ］による分類
業  種 母集団サイズ 標本サイズ 選出比率 変動係数C ～γ／μツ
建  設  業 259 36 0．14 1．87 1．08
食  料  品 204 30 0．15 4．37 1，34
化学工業 392 44 0．11 3，12 O，97窯業・土石製品 119 21 0．18 2．53 1，12
銭  鋼  業 12！ 19 0．16 0187 0．92
金属製品製造 110 18 0．16 3．15 O．95一般機械器具製造 231 34 O．15 4．97 1．01
電気機械器具製造 252 33 O．13 6．10 1．OO
輸送用機械器具製造 145 22 O．15 2．44 0．94
その他の製造 110 21 O．19 3．05 0．98卸 売 業 465 56 0．12 17．8 1．22
小 売 業 221 32 O．14 6．01 1．01不動産業 331 43 0．13 12．2 1．28陸 運 業 129 23 0．18 9．55 0．83水 運 業 115 23 0．20 4．06 0．96
その他の運輸通信業 149 24 O．16 4．84 0．91
旅館・宿泊 125 23 0．18 4．21 0．92
映画・娯楽 118 21 0．18 6．71 0．80
［註コ （々＝10）
     由  ＾ 戸＝血Σ4    后片一1れ
   ＿  ユ  山”・  ツ＝ム ΣΣル、    ΣNパ＝リー1
・一m［（一仏）（線音）一刈
 σo＝二 y
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 然し一方では，このような無構造的な集団は果たして解析あ対象となりうるのかが問われね
ぼならたい．少くとも相互作用や相互依存関係を重要なものとする観点からは例外的な状態と
いわねばたらたい．これは将に任意抽出法の立場でパレート分布を例外的としたのと好対照を
たすものであり，両者は将に対極的た関係を結ぶことにたる．
 完全非弾力な状態それは集団認識の未熟な段階や未発達な社会状態に由来するかも知れな
い．つまりそこでは試行錯誤による反復調査や観察活動が行われると考えられるからである．ス
トガズチックた統計学は集団論的にみる時このゼロ弾力性をもつ極隈の統計学といえる．
 然し第1章でのべた不等確率抽出法に関しては一般の有意選出法と同じく何等かの弾力的関
係を認めている点で若干事情を異にしている．
 この場合両者が同じ弾性値η（κ）を利用するならば，一方におけるκ州比例確率抽出法に対
して他方におけるκ州比例系統抽出といった差があるが，第1推定方式は同一形式をとる．
 然し乍ら，前者は最適推定を目的とする立場で対数回帰残差がんと独立であることを理想と
し，その推定方式は不偏であるが，その変動係数は対数相関係数の値により著しく差がある．後
者は若干の偏りをもつがロバスト推定を可能とするようた補正項とその限界を与えることが出
来る．両者の間には異質た概念が含まれており，単純た比較は行い難いが次の諸資料は，何れ
かの選択を与えるのに有意義な手掛りとなるであろう．そこでは前者の立場での変動係数と，後
者の立場での第1推定方式に対する相対誤差が示されている。燃しこれは統計利用者としての
一つの見方であり，これ以上の推論は避けることにする．
註1）Gini，Ga1vani（1929）p．22参照．
註2）Neyman（1934）「以上の理論的考察及びいくつかの例を見て最終的に結論として云えることは，一
  般的に使える方法としては層化任意抽出法だけが勧められる．」（p，121参照）．
註3）Neyman上掲論文r唯一つ満たされなければならない条件は，どの層からも最低1個は調査区を抽
  出することである．」（p．1ユ4参照）．
註4）Neyman上掲論文「…調査区が非常に大きい為に数が少ないときは，ほとんどの二次層には高々1
  笛の調査区しかたいことになる．そうした場合には，もちろん無作為抽出をする余地はたい．」（p．109
  参照）．
註5）Gini前掲論文第15節「代表性は絶対概念でなく，相対概念である．」（pp．22－23）にその内容が詳し
  く説明されている．
註6）多賀（1976）参照．
註7） 田口（！984）参照．
註8）N．C．Kakwani，‘Income Inequality and Poverty’，Oxford University Press1980p．165参照．
註9）田口（1984）p．204表7．2参照．
註10） 同上表7．3、
註11）田口（1984）p．198図7．3a）、
註12）同上図7．4a）．
註13）同上p．199図7．5．
註14）後掲田口（！976）p．143第3表及び第4表参照．
              補論集団の構造と相互依存関係註’）
 センサスに代表される統計調査によって獲得されるクロス・セクション・データは，その多
くは第1図に示されるようた拡大された構造統計表に構成され利用される．註2）
 標本調査は通常センサスをもとにして行われるから，基本的にはこの種の結果表の構成を目
的とし，更にこのような構造をもつ集団を前提として企画さるべきである．
 ではこの種の集団を任意抽出法における集団と明確に区別するものは何であろうか．それは
後者が実体分布を伴わない単なる構造統計表を前提とし，又その構成を目的とすることによっ
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て生ずる．舳
 A．1．集団構造と相互依存関係の統計的表現
 経済学でいう弾力性係数は，相互依存関係の一つの指標とされているが，此の関係はその他
にも種々の様相を示すであろうし，又表現出来るであろう．註4）然し統計的にみて相互依存関係
は，必ずしも適切な規定を与えられていたい．
 本節では，相互依存関係に統計的表現を与え，その解析を試みることにする．その為にはま
ず第1図に示されるような集団構造の規定が必要である．言圭5）
 第1図に於いて一般にD（ん）＝（D15，D．j，…，Dη5）と書くことが出来る．皿ゴはん階層の
ム項目に関する実測値または推定値を示す．分類標識および対象数以外の計量属性欄ハ（ん）
は実体分布を与える．
 以上の記法と第1図を抽象化して解析的集団の公理化を行う．
対象の分類（規模によるカテゴリー） 全体ある分類標識に
客体の     よる階層区分 ん λ2 ん λ胴 λ．計量属性標識
対  象  数 μ1 μ2 μj μm μ・
ム ハ1 刀ユ。 Dり D1腕 D。．
∫2 D．1 D．2 D．j D2腕 D2．
調査項目の標識 ∫三 D｛1 D土1 Dわ D。腕 D｛、
∫。 o．I 刀η2 刀。j D．m D。．
総   計 D．1 D．。 o．5 D1椛 D．．
第1図 経済統計表の抽象的一表現
 定義1．「集合ρにおけるσ加法族yに属する任意の集合Aに対して，測度μ（λ）および
ベクトル値集合関数∠、、（λ）が与えられるものとする．このとき∠、（λ）の各成分ム（λ）が完
全加法的であるとき（9，y，μ，∠手、）をm次元の統計解析的集団または，単にm次元の解析的
集団H，、と定義する．」勿論∠，ムはそれぞれ〃，ハに対応した抽象的規定である．更に今解
析的集団のm個の調査標識をm重の分類標識に用いると次のm次元の集団構造を与えること
が出来る．謡6）つまりそれは各々の実体分布をもとにしてローレンツ曲線（集中曲線）が得られ
ることを想定したものである．つまり
 定義2．rn次元の解析的集団において9をm次元ユークリッド空間児、、とし，またyをボ
レル集合族刃（全ての区間から生ずるσ加法族）とする．更にμ（沢、）＝1，ム（沢、）＝1；ゴ＝ユ，2，
・，mとする．このとき（1）ボレル集合3（aの要素）に対して，S。（3）の全体が特異点のた
い閉曲面の内点および面上の点となり，（2）その曲面は可付番個の点を除き，∫力＝1一∞，κク〕ま
たは∫タ＝（伽，o・］；力＝1，2，…，mの決める区間B。に対してS。、（B。）の全体によって与えら
れ，（3）かつすべての力に対して2次元ベクトル（μ（B），4（3））が平面上の凸集合をなすと
き，この集団を特にm次元の集中構造K、という．またこの場合Sチ王（B）を特に集中ベクトルま
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たは単に集中量Cフ！（B）という。」
その上でローレンツ曲線の一般化としての集中曲面を次のように定義する．
 定義3．「m次元の集中構造は，定義2により集中量C、、（3）の全体に対して特異点のない境
界曲面をもつが，この曲面をm次元完全集中曲面，またその曲面で囲まれる体積をm次元集中
度という．更にC，、（8）の全体を含むm＋1次元ユークリッド空間見十1内の領域を集中空間と
いう．
 特にm＝！のときC，、（B）の境界曲線を完全集中曲線，またその内部の面積を集中度，集中曲
線を含む領域を集中平面という．」註7）
 私見によれば，定義1に於いて9を一般に々次元ユークリッド空間とし，m＝Oつまりμの
みが与えられた集団（ゼロ次元の集団構造）を対象とした時，ピアソン流の解析が成立するの
であり，そこでは専ら分類標識間の関係が解析の対象とたる．従ってその関係は専ら度数分布
を介して把握されることにたる．今このようにして把握された関係を一般の相関関係というな
らば，相互依存関係とはm‡Oであって，調査項目の標識間の関係を意味する．従ってこの場合
の解析は単に度数分布のみならず実体分布∠を介して把握されることになる．
 一般の相関関係及び相互依存関係の以上の規定に従うと，調査標識と分類標識が一致する定
義2で与えた集中構造に対しては，同一標識間の関係が異なる観点の下で別様に把握されるこ
とにたる．そして他方ではパレート分布のように平均値以外の高次モメントを所有せず従って
ピアソン解析を許さず，集中解析の適用のみを認める場合も生ずるのである．これと対置する
場合として平均値が0のガウス分布を挙げることが出来よう．
 ピアソンに初まるストガズチックな解析とジー二に初まる集中解析は，以上のべた二つの観
点をそれぞれ代表するものであるが，其等は相互に対応はするが相異なる独自の表現形式を与
える．その詳細は田口（1984）に詳しいが，そこでは上に規定した相互依存関係が更に弾力性
係数に独自の形式と幾何的性格を与えることが示されている．
 A．2．相互依存関係の諸形態
 前節に於いて相互依存関係は専ら定義2に示す集中構造をもとにして考察された．相互依存
関係はn≠0である限り，集中構造に対しての一みならず定義1に示した一般の解析的集団に関
しても考えられるのである．その場合それは集中構造に対するよりも遥かに多様た形式と豊富
な内容を持ち得るのである．又多種な応用例を与えると予想される．例えば産業関連表は，非
計量的分類標識としての産業を用いた場合の相互依存関係の一表現と考えてよいであろう．又
寄与度・寄与率は，時間をはさんでの相互依存関係ともいえる．
 本稿で有意選出法の基礎とした回帰適合曲線は又，相互依存関係の観点に基づいた特殊な応
用例とする事が出来る．つまりそれはXを分類標識とした時調査項目γに関する理論と実際
との相互依存関係の一表現といえるからである．この曲線は又ツと沢（κ）に関する二次元集中
構造における比率曲線という事も出来る．赴8）
 二標本問題に於いては実体分布の累積に替えて，累積度数分布を用いた同種の曲線表現があ
るが，これも相互依存関係の特殊例として扱うことが出来る．
 燃しこれ以上集団構造や相互依存関係についてふれることは既に本稿の予定を越えるものと
たるであろう．これについては別に稿を準備せねばならない程広汎である．
 従ってここでは単に次のような回帰適合曲線に準じた曲線の構成と解析が，それぞれ分布モ
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デルの吟味及び変動弾力性係数モデルの解析の上で有用とたることを指摘するにとどめる．す
たわち
 （ユ）Xの経験的累積度数分布F（κ）と理論的累積分布モデルF（κ）を用いて上述の標本間題
  の例に準じた分布適合曲線を構成すること
 （2）γのXに関する経験的累積変動弾力性係数η（κ）と理論的累積弾力性関数ヴ（κ）を用
  いて弾力性適合曲線を構成すること
である．
 結論として有意選出法は相互依存関係に則した標本調査法なのであり，それによって経済統
計に則した方法なのである．更に蛇足乍ら相互依存関係の視点からの不確実性の追求も可能な
のである．
註1）本補論は第2章を補足する目的で，特に回帰適合曲線の発想の源に遡るうとするものである．その際
  解説の基礎として集団構造の詳細については田口（1984）を参照されたい．
註2）工藤弘安「統計学」地方公務員研修選書9（昭和55年，学陽杜）によると構造統計とは特定標識につ
  いての観察結果を同質的ないくつかのカテゴリーに分類し集計することにより統計集団の内部構造を
  明らかにするデータである．又構造統計の例として職業別人口，経営耕地規模農家数等があげられてい
  る．（P．40）
註3）米沢治文r経済統計計量分析」（1972，日本評論杜）においては上例のような度数分布のみでは集団
  の構造分析には不充分であるとする．経済統計の場合は，いまひとつ分配の問題が介在するから実体分
  布（p．60）が必要であるとする．
註4）島津亮二「経済学辞典」，1979岩波書店p．853「弾力性とは，相互依存関係にある変数間で，ある変
 一数の変化の度合を総体的な比率で示すものであり…」松嶋（1985）p1324「彼はいわゆる「因果関係論」
  を拒否し，相互依存関係の総体をこそ重視していたから．」
註5）集団構造については註ユ）を参照されたい．
註6）三潴信邦・関弥三郎「経済統計論」（昭和60年，有斐閣ブックス）によれば「すべての統計調査はそ
  の結果を分類集計することを目的としている．調査表に取り上げられた調査標識（具体的には調査項目）
  は分類・集計の段階では分類標識として改めて登場する．」（p．68分類標識と標準化）
   然し勿論凡ての調査標識について実体分布が得られる訳ではない．例えば質的標識区分（産業・職業
  等）をもつ場合がそうであり，又計量標識であっても，単なるステイタス・シンボルのようなものは実
  体分布をもたないであろう．
註7）以上の諸定義は田口（1984）第2章，統計解析の基礎概念pp．23－50による．
註8）集中構造や比率曲線に関しては田口（ユ984）第4章に詳しい．
む す び
 標本調査論は，人口統計や社会統計に於いて重要であるばかりでたく，経済統計の領域に於
いても欠くことのできない調査方法を与えるものである．従って此の方法は単に数学的方法論
的観点のみからだけでたく，その適用領域の側から，その意義や効果が問われねばたらない．
 本稿における有意標本論の展開は，単に統計調査の設計に止まらず，推論，解析の各面に及
ぶことにたるが，その除いたるところで見出されるのは，全域的及び局所的弾力性係数（弾性
値）との関係であり，それが問題の解析を可能とするキイとしての役割を果たしている点であ
る．このことは従来の標本調査論に於いては，特に注目されることのなかった事実である．そ
の反面に於いて，この条件が特にミクロ経済分析の領域に於いて親しみのある計量概念である
ことも周知の事実であろう．弾力性概念は本質的に非線形な集団現象への対応として成立した
のでありストガズチックな方法概念を超えた処にある．
 統計解析や標本調査論における弾力性係数の役割の発見はミクロ経済学との垣根を一気に乗
り越えさせる感がある．これによって弾力性概念は単に経験的分析手法としてのみたらず，統
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計数学的観点からも注目されてよいであろう．それは現に高階化した形で有意選出法の推定方
式や誤差評価を可能にしたのみたらず，従来主観的た概念としてのみ考えられて来た典型調査
を客観的に規定する一つの手掛りを与えるからである．この弾力性概念は又既に筆者（1976）に
より指摘されたようにベクトル解析を多用する統計的集中解析とも密接な関係をもつものであ
る．本稿を契機として筆者はストガズチックなモメント解析法とは別に敢えて「弾力性解析法」
の成立を予想したいのである．それはジー二を初めとするかつての大陸派の統計方法論に解析
的支柱を与えるであろう．特に所得分布の解析に弾力性概念の導入が適していることは，既に
拙著（1984）で示されている．
 弾力性概念と共に本稿で中心的た役割を果たすのはパレート分布である．本稿で一般化され
た形で提起された有意選出法はパレート分布に於いてよき適用対象を見出すのでありそれは任
意抽出法における正規分布に対置出来ることは既にのべた．このようた対置は弾力性係数と分
散についても見出すことが出来る．かつてアモローソはジー二の方法を非ユークリッド的と評
価したが，もし平行線の公理に中心極限定理をみたてるたらば，’この評価は理解出来るような
気がする．少くともパレート分布を中心として統計推論が築かれるたらば，それはノン・スト
ガズチックた推論といえるであろうことは可成り確実なことである．パレート白身彼の純粋経
済理論を力学的と述べていることも一つの根拠となるが，レヴィーを初めとする確率論者の側
に於いてもこれを自己本来の解析対象に加える程の自信と勇気があるであろうか．パレート分
布に対するストガズチックな解析結果は順位統計量に関するものが多く，そこに一つの独自性
が認められる．
 ところでパレート分布を中心とする統計推論が成立したとしても，これをもって筆者はパ
レートの理論が凡て正当であったと主張するものではない．彼のいうr相互依存関係」は統計
解析に対してどのようた立場を与えるであろうか．非ゼロの弾性値や曲線相関はそのような関
係の反映であろうか．筆者は充分た理解をもたない．それと共に非ストガズチックな立場を直
ちに決定論とし，「因果関係論」に解消することも出来たい．詩1）この点ではパレートが単純な決
定論を拒否する立場で「相互依存関係」を重視した事に関心がもたれる．「相互依存関係」が「相
関関係」とも異なる事は彼のr力学的」且つr非ストガズチック」た理論構成から推察出来る
ようだ気がする．
 更にパレート分布を彼の「集中解析」の中心においたジー二の統計方法論は，彼が一方では
パレートを主観的と評し，又非均衡論的なr経済病理学」を展開している点から改めて関心が
持たれるのである．彼の提案にたる多種多様の相互関係を表わす統計量は，パレートの「相互
依存関係」をどのように踏襲，継承或いは変形しているのであろうか．或いはパレートの論理
を補完する立場で得られたものがあるであろうか．或いは又それに対して「残基」と「派生」の
関係にあるのであろうか．誌2）何れにしても単純なストガズチックた立場の「相関関係」と異
なって興味のつきたいものがある．勿論以上の両者の関係を単に政治的角度からファシズム理
論の系列としてのみ捉える立場は論外である．
 以上のように有意選出法を基礎とした今後の統計解析は，興味ある多くの課題を与えてくれ
る．本稿は単に統計調査論上の解析にすぎたいが，これによって従来とかく疎遠で相交わるこ
とのたかった調査企画とミクロ経済分析がその距離を縮めて，理論と実証の立場で連携し，相
互の機能を促進させる一つの緒，となるならば筆者の望外の喜びとせねばたるまい．
註1）松嶋［16コp．324参照．
註2）例えばC．Gini，Statistical Methods，Biblioteca de1‘Metron’，Istituto di Statistica e ricerca
 socia工e，Corrado Gini，Universita deg1i Studi di Roma，Roma1966、に集成されている．
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 後記並びに謝辞
 筆者の標本調査法との出会いは，昭和30年国富調査の準備期に遡る．林知己夫前統計数理研
究所長（当時第三研究部長）の鞭錘下のサンプリングの学習は直ちに調査設計・実査に連なが
り，息つく間もたい強行軍であった．
 経済企画庁（当時審議庁）調査部統計課に出向いての国富調査の客体選定作業では，否応な
しに地方公共機関・営利・非営利法人，個人企業等の各種の全国的大規模集団の資料と対面せ
ねぼたらなかった．
 この苦役の体験から筆者は本稿の萌芽ともいえる有意選出法の発想を得ることが出来た．そ
れはローレンツ曲線にテイラー展開を適用するという幼稚た試みであったから，今からみると
可成りジー二の方法に近いものであったが，当時の浅学非才の力量をもってしては忽ち方向を
見失ったのは当然であった．
 其後ハソセソの不等確率抽出法や統一理論についての知識を得て，筆者は昭和45年度国富調
査に於いては規模比例確率抽出法の適用を提案したが，同意を得るまでに至らなかった．国富
調査に続き，法人企業統計調査の標本設計の機会を得た筆者は，本稿の第1章の初めにのべた
不等確率抽出法の着想を得て，その一部を実査に移すことが出来た．
 昨年度（昭和60年度）日本統計学会で共同テーマとして再び「国富調査の標本設計について」
報告の機会を得た筆者は，それを契機に以後懸案の有意選出法の再検討に踏切った．
 ジー二以前の標本調査論は，代表法として任意抽出法と有意選出法を含むものであったが，此
の時期に活躍した一方におけるフィッシャーに対するキェール，ジェソセソについての見解は
馬場吉行氏（元甲南大学教授）の名著（1969）で克明に研究，紹介，解説されており，それは
本稿の序論の骨格をなしている．
 我国におけるジー二及びガルヴァー二の有意選出法（1929）の紹介は，多くはネイマンのそ
れに対する批判的論文（1934）から取材したものであるが，伊藤教授の論文（1926）が最も詳
細なものといえよう．氏の批判力は鋭利でこれは著者にジー二，ガルヴァー二及びネイマン論
文への関心をつのらせ，再検討への引金とたった．
 ネイマンの論文の全容を知る上では，統計数理研究所の岸野洋久助手の助力を仰ぐことが出
来た．又ジー二，ガルヴァー二の論文については著者がイタリー派遣研究員としてローマ滞在
中に世話にたった現ローマ大学統計学部長のリッズィ教授の手を再び煩わしてこれを入手出来
た上に一橋大学博士過程を修了し，母校のボッコーニ大学で教鞭をとることが内定したコラー
ド・モルティー二氏の助力によってその全容を知ることが出来たことは全く幸便という他はな
い．
 此等の論文の検討を終えて筆者は第3章で指摘したようにネイマンの批判は，疑問を含むも
のであり，又ジー二の論文は直接的には我国で殆ど全く紹介されていない事に気付いた．それ
は不完全ではあるが含蓄に富むものであり，本稿の骨格をたす第2章は此等の論文の検討期問
中に徐々に成熟したといってよい．それによ？て61年3月に行ったr官庁統計における調査・
集計・解析に関する研究」（60一共研一23）集会において「標本調査論における二つの方法」と題
して中問報告を行うことが出来たのである．
 又初稿についてのレフェリー氏は，統一理論に基づいたロイヤルの論文（1970）とモデル・
デペソドをめぐるストガズチックた標本論争Hansen et a1．（1983）を指摘されて筆者の興味を
唆り，研究を促進させた．そのことは筆者の感謝にたえぬ処であるが，敏感た読者は既に十分
に察知されたであろうように，この論争におけるモデルとはストガスチックな性格のものであ
り，又ロイヤルが統一理論に基づいていうところの有意選出法とは，ランダムの否定としての
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形式的消極的な規定であり，決して具体的た適用条件や手続きに基づいた規定ではないといえ
よう．
 因みに統一理論については多賀保：志教授のよく整理された労作（1976）によって得る処が大
であった．又パレート研究を集大成された松嶋執茂教授の啓蒙的な好著（1985）に接し，そこ
ではパレートのダイナミックな観点が浮彫りにされており，それがストガズチックた観点とは
明かに異質なものであることを知らされるのである．勿論，純粋経済学は純粋自然科学として
分類される（松嶋（1985）p．176）等のパレートにおける論理的観点は多くの問題を含むもので
あり，それによって直ちに物理的力学系を経済統計に導入するといったことは無意味であるが，
ストガズチックた観点をもって統計方法論を一元化しようとする数理統計学者の一部の思考に
対して一つの反省素材を与えるものであろう．
 然し乍ら筆者の有意選出法の再提案は，決してネイマンが且で反対の立場で行ったように，ラ
ンダム・サンプリングを全面的に否定するものではたい．コントロールとなるべき有効た事前
情報が見出せたい場合，又分布がパレート分布のような高度の歪みをもたず，中心極限定理の
適用が比較的無理を伴わない場合は，ランダム・サンプリングは勿論極めて有用な方法であり
うる．
 筆者の結論は結局初期の標本調査論にみられる有意選出法と任意抽出法の並存論に回帰する
のであり，そこに追加したものがあるとすれば，有意選出法をやや一般的にフォーミュレイト
した事であり，又それぞれの方法の適用条件をやや鮮明にした点にあるといえよう．そしてそ
の場合に於ても筆者は色々た機会に数々の教示を受け励まされたのであり，此の機会に関係諸
氏に深く感謝せねばたらたい．それと共に筆者は本稿の諸計算資料を作成し，原稿の全体につ
いて整理された山田晴美嬢に感謝してやまたいものがある．
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Reexaminations of the Theory of Samp1e Survey
    On the foundation of purposive se1ection
               Tokio Taguchi
      （The Institute of Statistica1Mathematics）
    Some historical prob1ems in samp1ing theory are discussed．An extended method of
purposive se1ection is suggested and its theoretica1foundation is researched．
    The coe冊。ients of eIasticity of regression curves on regressor are introduced and
discussed to express the estimate error of the purposive se1ection．The samp1e se1ections
from the Pareto and Gibrat popu1ations are precise1y discussed，too．
    The historica1papers by C．Gini and J．Neyman on representative－methods are
reexamined．Some practicaI forms of purposive selection are exhibited as examp1es．
